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３－２－４ 一般無償とコミュニティ開発支援無償の比較 

 本プロジェクトでの施設の仕様設定は、原則的に現地仕様と同程度とするが、強度、耐

久性、および採光に対する仕様、身障者への配慮に関して改善を加えた。表 3-12に、一般

無償（第 4 次）の仕様、教育省他の現地仕様、および今回の仕様の比較と、今回計画に採

用した設定根拠を示す。 

表 3-12  一般無償とコミュニティ開発支援無償の比較 

項目 一般無償（第 4次） セネガル教育省他 今回計画 設定根拠 

教室棟 

1教室棟 
2,3教室棟 
1教室＋校長室 
2教室＋校長室 
多目的室 
4,6教室棟（2階建） 

1教室棟 
2,3教室棟 
1教室＋校長室 
2教室＋校長室 
－ 
4,6教室棟（2階建）

－ 
2,3教室棟 
1教室＋校長室 
2教室＋校長室 
－ 
－ 

・ 1 教室、2 階建はコスト
高となる。 

・ 多目的室よりは教室を
優先 

 
建
物
規
模 

便所 

4,6便房（溜槽） 
6便房（水洗） 

OPEP：4便房（水洗） 4,6便房（溜槽） 水洗便所はコスト高にな
り、大量の水を消費するた
め水道代が学校の負担と
なる。 

床面積 7.0m×9.0m 7.0m×9.0m 7.0m×9.0m  

教室倉庫 1.10m×0.5m 1.50m×0.5m 1.10m×0.5m 他ドナーを含めて最小 
教
室 教室前面 

ベランダ 
幅 1.6m（部分的） 

教育省：入り口のみ
BID ：幅 1.65m 
     （全面）

幅 1.6m（部分的） 
 ＋身障者スロープ 

・ 2部授業等で時間待ち児
童の日陰確保 

・ ベランダレベルまでの
スロープ 

校長室＋倉庫 7.0m×3.6m BID：7.0m×2.9m 7.0m×2.9m 他ドナーと同一サイズ 

平
面
計
画 

便所（1便房） 2.2m×1.3m OPEP：1.7m×1.2m 1.7m×1.2m 他ドナーと同一サイズ 

窓 6台／教室 5台／教室 5台／教室 他ドナーと同一 

立
面
計
画 

教
室 

明取り 
ガラスブ
ロック 

0.3m×0.3m×4 台／
窓（0.36m2） なし 0.15m×0.15m×8 台

／窓（0.18m2） 

・ これまでの日本の援助
の象徴 

・ 室内の明るさ確保 
・ 小型ブロックの使用、面
積縮小でコストダウン 

コンクリート
強度 

設計規準強度： 
Fc28 = 21 N/mm2 

セメント量で規定、
強度指定なし 

設計規準強度： 
Fc28 = 18 N/mm2 

・ 日本建築学会の最低基
準 

・ フランス基準の最低は
Fc28 = 20 N/mm2 

コンクリート
ブロック 

200×200×400 
規格：JIS A種 

150×150×400 
強度指定なし 

200×200×400 
強度：1.5 N/mm2 

・ 日本の最低基準（A種）
の 38％で可とした 

柱梁最低寸法： 
200mm 

柱梁最低寸法： 
150mm

柱梁最低寸法： 
200mm 

・ コンクリートのジャン
カを防ぐ 

・ 鉄筋の被りを確保し耐
久性の増加 

コンクリート
部材寸法 

スラブ：120mm スラブ：100mm スラブ：100mm 他ドナーと同一サイズ 

鉄筋径（主筋） 
柱：14mm 
梁：12mm 

柱：10mm 
梁：8mm 

柱：14mm 
梁：12mm 

・ 施工時の不具合に対す
る強度、耐久性の確保 

構
造
仕
様 

基礎形式 逆 T型布基礎 フラットな布基礎 フラットな布基礎 他ドナーと同一 

屋根材 
大型折板 
（山高 153mm） 

普通折板 
（山高 45mm） 

普通折板 
（山高 45mm） 

・ 大型折板は下地鉄骨が
不要で施工性に優れる
が高価 

壁仕上 モルタル 25mm モルタル 20mm モルタル 20mm 他ドナーと同一サイズ 

仕
上 

床仕上 モルタル 30mm モルタル 20mm モルタル 20mm 他ドナーと同一サイズ 
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３－２－５ 施工計画／調達計画 

３－２－５－１ 施工・調達方針 

 日本国政府とセネガル政府との交換公文（E/N）に添付される合意議事録（A/M）に基づ

き、セネガル政府と調達代理機関が調達代理契約を結ぶ。両国は、支援の対象および事業

の内容について協議・調整を行うため政府間協議会を設ける。協議会の議長はセネガル国

政府代表（DPRE 局長）とし、日本国側は在セネガル日本国大使館代表者をはじめとし、

必要に応じ、JICAおよび調達代理機関の代表がアドバイザーとして参加する。セネガル国

側は、担当・責任機関である教育省の DPRE、DCES、および UCPの各代表者が出席する。 

 調達代理機関は、その組織の中に建設を担当する本邦技術者とソフトコンポーネントを

担当するソフトコンポーネント管理者を配する。実働体制として、建設については現地設

計事務所、現地施工業者、および公的検査機関と、ソフトコンポーネントについては現地

ソフトコンポーネント実施機関と調達契約を締結しプロジェクトを実施する。また、現地

弁護士事務所との顧問契約を結び契約等における法的な支援体制を確立する。 

 セネガル国側の実施体制としては、大臣官房直轄の組織である UCPが教育省の代表とし

て調達代理機関と協調の下、プロジェクトの実施プロセスの全体を通じて参加し、状況を

DPREに報告する。実施体制を図 3-10に示す。 
 

JICA本部

調達代理機関（JICS）

常駐 総括 非常駐

本邦技術者 資金管理 ソフコン管理

入札管理

　　　　　　　　　　　　　　品

検査

施工会社
監理

報告
設計事務所

ソフコン
実施機関

注）　　1. 凡例

契約関係を示す。 　本邦組織を示す。

管理・指導関係を示す。 　現地組織を示す。

協議、検査、確認、報告等を示す。

公的検査
機関

弁護士
事務所

日本国政府
セネガル国政府

（教育省）
政府間協議会

在セネガル日本大使館

JICAセネガル事務所

品質検査 設計内容

工事契約 設計・監理契約 ソフコン契約

調達代理契約

E/N

実施促進

契約内容確認
（法的）

契約内容アドバイ
ス（技術的）

 
図 3-10 実施体制図 

 
３－２－５－２ 施工上／調達上の留意事項（契約及び紛争処理） 

（１）実施段階における想定問題点 

  実施段階において想定される問題点について、下表にその概要を示す。なお、現地弁

護士事務所との顧問契約を締結し、調達代理機関と施工業者、設計事務所等の契約内容
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の確認、契約相手の労使契約の確認等の契約業務の支援、および訴訟が起こった場合の

支援体制を確立する。 

表 3-13 実施段階における想定問題点 

問題点 原因 対処方法 備考 

・ 労働争議 
（不完全な雇用契約） 

・ 契約時の雇用契約確認 ・弁護士の採用

工事の遅延 ・ 労働者の不足（賃金不払い）
・ 資材の搬入遅延 
（資金不足、資金流用） 

・ 資本金と受注総額のバランス 
・ 支払条件の細分化による小ま
めな資金注入 

 

工事遅延を理
由にした契約
解除 

・ 工事遅延を解決するための
業者の入れ替え 

・ 単年度でないため、原則行わ
ない。＊1 

 

前渡金持逃げ
／倒産 

・ 施工業者の資金不足 
（自転車操業、資金流用） 

・ 銀行保証の確保  

設計事務所と
施工業者の癒
着 

 ・ 学校運営委員会による監視体
制の構築 

・受益者のオー
ナーシップ 

注） ＊1 工事未完でも総契約金額を支払って、他業者に工事を続行させる。支払わないと裁判

になり、長期間（3-5年）の裁判となる可能性がある。 

 

（２）アスベスト対策 

  今回計画する施設には、アスベストを含有する建材は含まないが、解体対象となる既

存施設における、建材のアスベスト含有の有無は未知である。既存施設においてアスベ

ストが含まれている可能性のある建材には、スレート（屋根材）、珪酸カルシウム板（天

井材）等が想定される。今回の調査において、既存施設の屋根材にスレートを使用して

いる施設が確認され、その廃材の一部を入手した。これを国内で X線回析分析（粉末法）

した結果、白石綿（クリソタイル）の含有が確認された。日本国内では、アスベストを

含有する建材の解体にあたっては｢非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術指

針（有害物質含有等製品廃棄物の適正処理検討会）」に準拠することになっており、解

体する場合は、破壊せずに所定の廃棄場所に廃棄することになっているが、セネガル国

ではこのような措置は採られていない。従って、この種の屋根材を使用している既存施

設が建替え対象である場合も、原則として解体・撤去は行わないが、敷地が狭く解体・

撤去が必要である場合は、日本のアスベスト解体対策に準じた方策を採ることとする。 

 
３－２－５－３ 契約のロット分け、入札計画 

（１）ロット分け 

  教育省、AGETIPでは、中小の建設業者を対象としたロット分けを行っており、20～

30教室を 1ロットとしている。これに対して BIDは、表 3-14に示すように 198サイト、

503教室を 4ロットに分割し、最大 74サイト、171教室を 1施工業者に発注している。

本プロジェクトでは、中小施工業者に対する銀行保証の取得が困難であること、大規模

な工事を施工できる業者が多数存在すること、調達代理機関の入札手間を減らすことに
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より本邦要員の関与を減らせることを考慮し、BIDのロット分けを参考にロット構成を

行う。 

表 3-14 イスラム開銀のロット構成 

施設 
ロット

No. 地域 受注業者
教育省
カテゴ
リー 

学
校
数 教室

校長
室 便所 倉庫 

工期 

1 ダカール E.S.M.B. B 29 65 25 28 28 7ヶ月 
2 ティエス E.S.C.I. A 74 171 74 72 74 10ヶ月
3 コルダ C.E.G.E.S. 不明 49 122 42 42 42 8ヶ月 
4 ジガンショール E.S.M.B. B 46 145 19 19 19 10ヶ月

合計 198 503 160 161 163  

出典：イスラム開発銀行資料 
 

  ロットの構成については、ロット毎の施工・施工監理の範囲拡散を避けるため、基本

的に州単位でのロット分けとする。また、中学校は州単位の学校数が少なく分散して配

置されているため、優先順位に従わない場合もあるが、同一エリアの小学校と組み合わ

せてロットを構成する。最大規模のロットは、ロット No.1 のカオラック州の小学校＋

中学校（学校数 18、教室数 94、校長室数 18、便所便房数 92）であるが、BIDの実績を

下回り 1社で十分受注可能な工事量である。なお、詳細設計において協力対象外となる

サイトが出てくる可能性があるため、予備のロットとして優先度 1の学校をすべて含む

場合のロット（表 3-15のロット 6,7）を用意する。ロットを構成する規模の詳細を表 3-16

に、各ロットの配置図を図 3-11に示す。 

表 3-15 ロット構成概要 

規模 
ロット

No. 地域、小中学校の別 学校数 
累積 

教室 
累積 

校長室 
累積 

便所(便房) 
累積 

カオラック州の優先度 1の小学校 17  82  17  80  

カオラック州の中学校 1  12  1  12  1 
合計 18 18 94 94 18 18 92 92 

2 ルーガ州の優先度 1の小学校 15 33 67 161 11 29 62 154 

3 ファティック州の優先度 1の小学校 11 44 44 205 7 36 42 196 

ダカール州の中学校 2  6  2  4  

ティエス州ウンブールの中学校 4  18  4  18  

ダカール州の教員用養成校付属校 3  36  1  20  
4 

合計 9 53 60 265 7 43 42 238 

ティエス州ティエス県、ティバウア
ンの優先度 1の小学校 

14  45  12  46  

ティエス市の中学校 1  4  1  4  
5 

合計 15 68 49 314 13 56 50 288 

6 ティエス州ウンブール、ティエス市
の優先度 1の小学校（2） 

16 84 58 372 10 66 58 346 

7 ダカール州の教員養成校付属校以
外の優先度 1の小学校 

5 89 30 402 4 70 28 374 

 



表3-16 詳細ロット構成
要請教室数 教室棟 便所棟

新築 増築 建替 合計 3CR 2CR 2CR+D 1CR+D 棟数 4便房 6便房 棟数

KA01 コウンゲール 5 (コウンゲール) 4 2 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KA02 カフリーン 11 (カフリーン) 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KA04 ケール・サシ (ビルキレーン) 1 2 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
KA06 メディナ・ゴウェ (マレム) 1 2 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
KA19 キャシアル (ディオコウル) 1 2 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
NR01 ニオロ・サントル 6 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
NR06 ケール・マディアブル 4 (マディアブル) 6 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
NR07 ンドラメ・エスケール 2 (ンドラメ・エスケール) 6 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
NR08 ワック・ンゴウナ 2 (ワック・ンゴウナ) 6 6 1 3 1 1 1 2 4 1 1
KC02 ンダンガン 3 12 12 1 12 1 3 1 1 5 12 2 2
KC03 シン・シン (付属校) 3 3 1 1 1 1 1 0 0
KC04 ダラウ・リドウナ 4 4 1 4 1 1 1 2 4 1 1
KC05 サム2 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KD02 ンドファン 3 5 3 8 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KD05 ンドファット・トゥコレール 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KD06 コウタル 3 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
KD10 コン・コン・ティアレン 3 3 1 2 1 1 1 0 0

カオラック　小学校合計 54 19 20 93 17 82 17 13 11 4 13 41 80 8 8 16
カオラック市 KC50 カオラックNeuve 12 12 1 12 1 3 1 1 5 12 2 2

カオラック　中学校合計 12 0 0 12 1 12 1 3 1 0 1 5 12 0 2 2

　　ロットNo.１　合計 66 19 20 105 18 94 18 16 12 4 14 46 92 8 10 18
KB01 サガッタ 2 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
KB02 バウレレ・セック (ダラウ) 4 1 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
KB03 ツーバ・メリナ 4 2 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
KB08 グェオウル 4 2 2 4 1 3 1 1 1 2 4 1 1
KB09 ムバロン・ディオップ 1 2 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
LN01 リングェーレ 5 6 3 9 1 7 0 1 2 3 6 1 1
LN02 ンゴメ 6 6 1 6 0 2 2 4 1 1
LN03 ングエネネ 4 3 7 1 7 1 2 1 3 6 1 1
LN06 ダーラ 8 5 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
LG01 メディナ・ガラージュ (ルーガ) 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
LG02 ケール・セリーン・ルーガ・サッド 3 3 1 3 0 1 1 0 0
LG05 ティレーネ・シラ (ングィデイル) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
LG06 ンダメゴット (ケール) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
LG07 ベルガルキィ (ティアメン) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
LG08 レジオナル 1 (ルーガ) 5 5 1 5 0 1 1 2 4 1 1

　　ロットNo.２　合計 6 40 25 71 15 67 11 11 10 3 8 32 62 11 3 14
FA02 ファティック付属校 12 12 1 10 1 3 1 4 10 1 1 2
FA04 ディオフィオ・サントル (ディオフィオ) 6 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
FA06 タタグィン 2 5 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
FA12 ムバネ (ニアカール) 2 2 1 2 0 1 1 0 0
FA13 ンドス・ムバディオク (ニアカール) 3 3 1 3 0 1 1 4 1 1
FD01 ファンデオゥグ 3 3 3 1 3 0 1 1 4 1 1
FD02 ソコネ 4 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
FD03 パッシー 3 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
FD06 カラン 2 3 2 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
FD08 ペティエ 1 3 4 1 3 1 1 1 2 4 1 1

ゴザス GS09 ダラウ・バック 3 1 4 1 2 0 1 1 0 0
　　ロットNo.３　合計 18 24 8 50 11 44 7 8 5 3 4 20 42 9 1 10

RF01 EFI付属校a 12 12 1 12 0 4 4 0 0
RF02 EFI付属校 b 12 12 1 12 1 3 1 1 5 12 2 2
RF03 EFI付属校 c 12 12 1 12 0 4 4 8 2 2

ダカール　小学校合計 36 0 0 36 3 36 1 11 1 0 1 13 20 2 2 4

RQ50 ケール・ンディアエ・ロ 6 6 1 2 1 1 1 0 0

RQ51 キップ (バルグニ) 6 6 1 4 1 1 1 2 4 1 1

ダカール　中学校合計 12 0 0 12 2 6 2 0 1 2 0 3 4 1 0 1

MB50 ウンブール・メディナ・セメ 6 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
MB51 ディアマグェネ 2 4 4 1 4 1 1 1 2 4 1 1
MB52 ンガパロウ・ソモネ 4 4 1 4 1 1 1 2 4 1 1
MB53 グェレオ 4 4 1 4 1 1 1 2 4 1 1

ティエス　中学校合計 18 0 0 18 4 18 4 4 1 0 4 9 18 3 1 4

　　ロットNo.４　合計 66 0 0 66 9 60 7 15 3 2 5 25 42 6 3 9
TD02 ンゴウディアン・ディオール (ンゴウディアン) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TD03 ウウダメ・ロ (ディエンダ) 1 2 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TD05 ケール・ヨロ・サディオ (ティエネバ) 3 3 1 3 1 1 1 2 0 0
TD07 ネオラーネ (トゥーバ・トウル) 1 1 2 1 2 1 1 1 0 0
TD09 ンディエネ・シラク (ンディアネ) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TD10 ケール・マウサ (マウサ) 2 1 3 1 3 0 1 1 4 1 1
TD12 ングインス・セレレ (タセット) 2 1 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TV01 ピレ 3 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TV06 ンドモール (タイバ・ンディアエ) 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
TV07 ケール・パセ・ケウェ (ノット) 2 1 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TV08 イェンダ・ナネ (ピレ) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TV10 リソ (コウル) 2 2 1 2 0 1 1 0 0
TV11 ケール・バカール (ノット) 1 4 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
TV12 ンガディアガ (メリナ・ダカー) 2 1 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1

ティエス　小学校合計 15 17 13 45 14 45 12 3 11 2 10 26 46 10 1 11
ティエス市 TC50 ティエス・パルセル・アサイニ 6 6 1 4 1 1 1 2 4 1 1

ティエス　中学校合計 6 0 0 6 1 4 1 1 0 0 1 2 4 1 0 1

　　ロットNo.５　合計 21 17 13 51 15 49 13 4 11 2 11 28 50 11 1 12

小学校　合計 129 100 66 295 60 274 48 46 38 12 36 132 250 40 15 55
中学校　合計 48 0 0 48 8 40 8 8 3 2 6 19 38 5 3 8

総合計 177 100 66 343 68 314 56 54 41 14 42 151 288 45 18 63
MB02 サンティ・バオバブ (ジョアル) 6 6 1 3 1 1 1 2 4 1 1
MB03 ゾーヌ・レジダンシエル (ウンブール) 5 5 1 5 1 1 1 2 4 1 1
MB04 ゴウイェ・モウリデ (ウンブール) 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
MB08 ゴダグェネ (ティアディアイェ) 3 3 1 3 0 1 1 0 0
MB12 マリコウンダ・バンバラ (マリコウンダ) 3 3 1 3 0 1 1 4 1 1
MB14 ディジラカ (シンディア) 1 3 4 1 4 0 2 2 4 1 1
MB16 ンドファン (ングェニエネ) 2 2 1 2 0 1 1 0 0
MB17 ファディアル (ングェニエネ) 4 4 1 4 1 1 1 2 4 1 1
MB19 ムボディエネ 2 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
MB21 パッキィ (ンディアス) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
MB24 コシアネ (ンディアゴニアオ) 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1
TC01 ティエス市新 1 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
TC02 サイブ・ンドイェ 3 3 1 3 0 1 1 4 1 1
TC03 ムボウル 2 3 3 1 3 0 1 1 4 1 1
TC04 ルート･デ・ダカール 2 3 3 1 1 1 1 1 0 0
TC05 シオナカ・シアポン 3 3 1 3 1 1 1 2 4 1 1

　　ロットNo.６　合計 27 22 14 63 16 58 10 8 11 2 8 29 58 10 3 13
TH01 マシルス A (キャンプ) 6 6 1 6 0 2 2 6 1 1
TH02 ペティット・ムバオ 12 12 1 7 1 2 1 3 6 1 1
RQ01 ケール・ンディアイェ・ロ 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1
RQ02 ワカンデ (バルグニ) 6 6 1 5 1 1 1 2 4 1 1
RQ03 コウノウン 6 6 1 6 1 1 1 1 3 6 1 1

　　ロットNo.７　合計 30 0 6 36 5 30 4 7 2 1 3 13 28 1 4 5

小学校　合計 186 122 86 394 81 362 62 61 51 15 47 174 336 51 22 73
中学校　合計 48 0 0 48 8 40 8 8 3 2 6 19 38 5 3 8

総合計 234 122 86 442 89 402 70 69 54 17 53 193 374 56 25 81
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（２）入札計画 

 ［施工業者］ 

  教育省は「事前選定（Pre-Selection）」として、年度毎の施工業者の公募、応募した

業者のカテゴリー分けを行い、ロット規模に応じて指名競争入札を実施している。入札

は、建築一般図（平面、立面）と B/Q表により実施され、詳細設計（部材断面、基礎根

入れ深さ等）は施工業者に任され、B/Q表との差は精算を行う。一方、BIDでは入札参

加資格制限付一般競争入札（P/Q、入札の 2段階）を実施している。教育省の手続きは、

ロット規模の小さいプロジェクトを多数消化するため、入札毎の資格審査を省力化した

ものと考えられる。本プロジェクトにおいては、ロット数も少ないので、入札参加資格

制限付一般競争入札方式を採用する。なお、教育省、AGETIP、BID 共に、教室家具も

一括して入札しており、本プロジェクトでも同様に一括入札とする。 

 ［設計事務所］ 

  セネガル国には今回規模の詳細設計、施工監理を 1社で実施可能な設計事務所が複数

社存在する。現地設計事務所の選定にあたっては、教育省、AGETIP、他援助機関が実

施しているプロポーザル方式を採用する。手続きは以下による。 

① プロポーザルの公示と関心表明（P/Q図書を含む）の提出 

② ショートリストの作成 

③ 業務指示書（提案書書式、発注仕様書等）の配布 

④ プロポーザル内容の審査（技術評価：80％、コスト評価：20％） 

⑤ 契約交渉、契約 

 ［ソフトコンポーネント実施機関］ 

  ソフコン実施機関としては NGO、コンサルタント会社が想定されるが、調査の結果、

以下に示すように NGOに優位性があることが確認された。NGOの選定にあたっては、

上記設計事務所と同様のプロポーザル方式を採用する。 

① NGOに対してコンサルタント会社はコストが高い。 

② コミュニティの社会動員、啓蒙活動、識字活動等のソフト面でのプロジェクト実

施ノウハウは NGOに優位性がある。 

③ NGO の方がローカルエリアのネットワークを持っており、地方レベルでの情報

収集力、現場での活動実施能力は NGOのほうが優れている。 

④ 現場での仕事の進め方は NGOの方がノウハウを持っている。 

 ［公的検査機関］ 

  公的検査機関はセネガル国に 4社あるが、選定対象機関数が少ないためこの 4社に対

する指名入札方式とする。入札にあたっては業務内容を規定した発注仕様書により行

う。 

 ［弁護士事務所］ 

  弁護士事務所の選定については、現地での類似業務の経験、実績等を踏まえ、教育省

等との協議のうえ、調達代理機関が決定するものとする。 
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３－２－５－４ サイト調査／詳細設計計画 

 設計事務所は調達代理機関と契約し、調達代理機関の本邦技術者の指導の下に調査業務

として土質調査、簡易測量を含むサイト調査、詳細設計業務として詳細設計、施工業者選

定のための発注仕様書、BQ書の作成、施工業者入札業務の実務補助、および施工開始後の

施工監理、出来高検査、および竣工検査を行う。サイト調査は「3-2-5-3（1）ロット分け」

に記載したロット No.１～7 の 89 校を対象として実施し、表 3-1 優先整備学校リスト作成

基準に照らして最終的な協力対象整備学校、および施設規模を決定する。その後、決定さ

れた対象校についてサイト調査の結果を反映した詳細設計、施工業者入札のための発注仕

様書、BQ書の作成等を行う。 

 
３－２－５－５ 施工監理計画／調達監理計画 

 調達代理機関の施工管理としての業務は、従来の一般無償と同様に品質管理、工程管理、

および安全管理等の管理業務と、出来高検査、竣工検査および瑕疵検査等の検査業務があ

り、これを統括するのは本邦技術者である。品質等の管理業務については、①管理計画、

②計画の確認、③実施、④実施状況の確認、⑤是正の 5段階がある。従来の一般無償では、

①、③、⑤の業務が本邦施工業者、②、④の確認業務が本邦コンサルタントの監理業務で

ある。本プロジェクトでは、この確認業務を現地設計事務所に担わせることになるが、品

質、工程、安全について一定のレベルを確保するためには、各項目について本邦技術者に

よる業務の確実な実施の確認と、必要に応じた改善の指示が必要である。また、現地施工

業者の資金が潤沢でなく、一般無償と比較して細分化した支払条件を設定する必要がある

こと、および平行して複数の施工業者が施工を行うため、出来高検査の頻度は、一般無償

に比較して格段に高くなる。これら本邦技術者への負担を軽減するため、公的検査機関を

監理体制の中に導入し、主に設計・施工品質の確保のための抜き取り検査、竣工検査およ

び瑕疵検査を担当させる。以上の体制において本邦技術者は、公的検査機関、現地設計事

務所を指導し、工程管理、品質管理、安全管理、各種検査等のコントロールを行うと共に、

公的検査機関、現地設計事務所からの報告を検収する。 

 
３－２－５－６ 品質管理計画 

 耐久性、強度に係る部位（コンクリート強度、コンクリートブロック強度）については、

現地業者、設計事務所に過度の負担をかけず、かつ、必要にして十分な試験方法を考慮す

る。今回のサイトが地方に分散していることを考慮し、コンクリートブロックの強度試験

は、本調査で実施した自由落下試験を採用する。試験頻度、判定基準を以下に示す。なお、

鉄筋、鉄骨の材料強度については、ミルシートで確認することとし、形状、サイズについ

ては、現場監理にて目視確認を行う。 
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表 3-17 材料試験 

項目 試験方法 試験頻度 *3 判定基準 

コンクリート強度 強度試験用供試体（JIS A 
1132）による圧縮試験 *1

基礎コンクリート、
スラブについて建
屋毎に 1回 *4 

1回の試験結果は呼び強度*5

の 85％以上、3回の試験結果
の平均値は呼び強度以上 

コンクリート 
ブロック（CB） 

CBを地上 1.2m程度より
地面に自由落下させる。*2

1教室(約 25m3)の
CB量について 1回

3体の CBすべてが、2/3以上
原型を保つこと 

鉄筋（強度） ミルシートで確認する。 鉄筋の径毎 降伏強度が指定強度以上 

鉄筋（形状、サイズ） 現場目視試験 配筋検査毎 設計図との照合 

鉄骨（強度） ミルシートで確認する。 鉄骨部材毎 引張強度が指定強度以上 

鉄骨（形状、サイズ） 現場目視試験 鉄骨部材毎 設計図との照合 
 

注） *1： JIS A 1132は ISO1920と ISO2736-2との整合性をとっており供試体制作は国際基準と同
等。 

 *2： 本調査において、現地業者のサンプルおよび市販品の圧縮強度試験を実施すると共に、
地上1.2m程度よりCBを地面に自由落下させた時の破損状態と強度の関係を確認した。 

 *3： 現地施工業者、試験機関、施工監理コンサルタントに過度の負担をかけない頻度とし
た。 

 *4： 上部躯体コンクリート（柱、梁）の強度については CBの強度が確保されれば、その強
度不足が建物に対して致命的な欠陥にはならないので省略した。 

 *5： 呼び強度は設計基準強度+3N/mm2 とする。これは、試験体強度と現場コンクリートの
強度比較を行った場合、骨材が試験体内に収まっている試験体強度の方が高め
（+3N/mm2）の結果がでるためである。 

 
３－２－５－７ 資機材等調達計画 

 本プロジェクトで建設に使用する材料はすべて現地仕様に則っており、現地調達可能で

ある。ただし、砂、砂利、セメント以外はすべて輸入品、または輸入品を現地で加工した

ものであるため、品目によっては地方都市（ルーガ、カオラック）での入手は困難であり、

首都ダカールからの輸送となり、建設コストに反映される。 

表 3-18 調達材料区分表 

材料名 セネガル 第３国 備考 
砂 ○ ― 奥地で採取した川砂が入手可能。量,質共に十分。 
砂利 ○ ― 砕石工場があり国内産の岩石を粉砕加工している。 

セメント ○ ― 国内にセメント工場がある。普通ポルトランドセメント
は品質も良く、供給量も十分である。 

鉄筋 ○ ― スペイン,イタリア,フランスからの輸入品を現地で調達。
鉄骨 ○ ― 同上 
型枠材 ○ ― 現地調達木材を使用（大型合板は入手困難） 
コンクリート 
 ブロック 

○ ― 国内で生産されているが品質は粗悪。施工業者が現場で
製作し強度を確保することが必要 

ガラスブロック ○ ― スペイン,フランスからの輸入品を現地で調達。 

木材 ○ ― 
コートジボワール、ベナンから輸入。 
品質にばらつき有。 

鋼製建具 ○ ― 輸入鋼材を使用して現地製作。 
金物 ○ ― フランスからの輸入品を現地で調達。 
亜鉛メッキ折板 ○ ― フランスからの輸入品を現地で調達。 
塗料 ○ ― 現地製品の調達。 
木製家具 ○ ― 現地製品の調達。 
鋼製家具 ○ ― 輸入鋼材を使用して現地製作。 
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３－２－５－８ 実施工程 

（１）工程全体計画 

  実施工程は、下記の各項目に沿って策定する。 

表 3-19 実施工程における必要項目 

項目 内容 期間 
準備期間 事務所、宿舎等の設営 0.75ヶ月 
公的検査機関の選定 指名入札方式（入札依頼→入札→契約） 
弁護士事務所選定 実績、経験を考慮し選定 

2.0ヶ月 

設計事務所選定 
ソフコン実施機関選定 

プロポーザル方式 
（公示→関心表明（P/Q含む）→プロポーザル→契約） 

2.75ヶ月 

実施設計 
サイト調査（簡易測量、土質調査）、詳細設計図書作成 
建築許可取得、B/Q書作成、発注仕様書作成 

2.5ヶ月 

施工業者選定 
入札参加資格制限付一般競争入札 
（公示→P/Q→図渡し→入札→契約） 

2.75ヶ月 
/ロット 

施工 5ロットを 3回に分け、第 1回（2ロット）、第 2回（2
ロット）、第 3回（1ロット） 

7.0ヶ月 
/サイト 

 
（２）施工実施工程 

  施工実施工程の策定に当っては、以下の要因を考慮し発注時期を大きく 3回に分け、
第 1回がロット No.1,2、第 2回がロット No.3,4、第 3回がロット No.5とする。発注時
期ごとの工事費の比率は、おおよそ第 1回：59％、第 2回：23％、第 3回：18％となる。 
① 施工監理業務量の均一化を図り、設計事務所の施工管理体制に無理を生じさせな

いために、一時期に大きなロットを複数発注しない。 
② プロジェクト後半における B/Q精算金額と発注量の調節を容易にするために、後

半での発注ロット数を少なくする。 
③ プロジェクト後半での工事の遅れに対して、対応しやすい工程とするために、後

半での発注ロット数を少なくする。 
  以上を取りまとめた実施工程を表 3-21に示す。 

表 3-20 ロット発注時期 

規模 
発注
時期 

ロット
No. 地域、小中学校の別 学校

数 教室
校長
室 

便所 
(便房) 

工事費
比率*1

カオラック州の優先度 1の小学校 17 82 17 80 
1 

カオラック州の中学校 1 12 1 12 
2 ルーガ州の優先度 1の小学校 15 67 11 62 

1 

合計 33 161 29 154 

59％ 

3 ファティック州の優先度 1の小学校 11 44 7 42 
ティエス州（ウンブール）の中学校 4 18 4 18 
ダカール州の中学校 2 6 2 4 4 

ダカール州の教員養成校付属校 3 36 1 20 
2 

合計 20 104 14 84 

23％ 

ティエス州（ティエス県、ティバウア
ン）の優先度 1の小学校 

14 45 12 46 
5 

ティエス州（ティエス市）の中学校 1 4 1 4 
3 

合計 15 49 13 50 

18％ 

注） *1工事費比率は、1校長室の工事費を 1教室の 1/3、便所 1便房の工事費を 1教室の 1/6
として求めた超概算工事費より試算したものである。 
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３－２－６ ソフトコンポーネント計画 

３－２－６－１ ソフトコンポーネントの必要性 

 ソフトコンポーネント事業を本プロジェクトに含めるか否かの判断、また必要と判断さ

れた場合の適切な実施体制の構築のため、住民集会を開催して、主な学校関係者（校長・

教員、PTA代表者、コミュニティ代表者など）への聴聞調査を行った。対象は、教室建設

候補 5 州のうち、都市部の代表としてティエス州、農村部の代表としてファティク州、カ

オラック州の 2州の小学校 1校、中学校 1校とした。住民集会の調査内容を分析した結果、

以下に示すように、今後地域コミュニティ参加による持続的な学校施設の維持管理、およ

び学校環境の改善を実現するためには、ソフトコンポーネント事業を通した｢学校運営委員

会｣の組織能力強化が不可欠であると判断した。 

① 組織的且つ継続的な学校インフラ・施設維持管理を自主的に実施するためには、学

校レベルで、その中心となって活躍する組織･体制が必要である。 

② 地方分権化のもと①の機能を実践する中心組織として位置づけられている「学校運

営委員会」は一時的な組織という認識に留まっており、組織として脆弱である。 

③ 学校活動計画の策定･実施のプロセスは、特に小学校において、計画性があまり見

られず組織だった活動が効果的に実施されていない。 

 
３－２－６－２ ソフトコンポーネント事業の概要 

（１）ソフトコンポーネント事業の目標と成果 

  住民集会の結果を反映し、ソフトコンポーネント事業の上位目標、プロジェクト目標、

及び成果を以下のように定める。 
 

上位目標 
(1) 「学校運営委員会」が継続的に機能し、コミュニティが主体的に学校活動に参加

し、学校施設維持管理・衛生環境改善が自主的に行なわれる。 

(2) コミュニティ関係者が、学校を自分たちの学校と感じられる（学校へのオーナー
シップが醸成される）。 

プロジェクト目標 

(1) 「学校運営委員会」のリーダーシップを通して、主体的な学校施設維持管理・衛
生活動が実施される。 

(2) 学校に対するコミュニティの興味・関心が高まり、学校活動参加・サポートが増
加する。 

ソフトコンポーネントの期待される成果 
(1) 研修マニュアル一式（キックオフ及び計画策定･実施ワークショップ用マニュア

ル、及び便所使用・清掃方法マニュアル）が作成される。 

(2) 学校運営委員会が組織され、継続的に運営される。 
(3) 学校運営委員会により、学校施設維持管理・衛生環境改善の計画が策定される。 

(4) 学校運営委員会のリーダーシップを通して、上記計画に基づき、具体的な活動が
実施される。 

(5) 以上の活動の教訓を反映した「学校施設維持管理・衛生活動マニュアル」が作成
される。 
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（２）ソフトコンポーネントの対象 

  プロジェクトの対象は、カオラック、ファティック、ティエス、ダカールの 4州の教

室建設対象小中学校とする。なお、ルーガ州では、本ソフトコンポーネント事業と同様

に学校運営委員会の自主的な学校改善活動が実施されることを目標とする「教育環境改

善プロジェクト」の実施が予定されており、ルーガ州は重複を避けるため対象外とする。 

（３）効果的なプロジェクト目標達成のための戦略･アプローチ 

  ソフトコンポーネント事業の効果的な目標達成のための、以下の 5 つの戦略･アプロ

ーチをとる。 

① コミュニティ・保護者のオーナーシップ・関与を高める方策： 

  学校関係者が集まる機会を増やし、その繰り返しが、組織としてのまとまり・

組織力の強化につながる。（例：定期的な集会の実施） 

② 地方自治体・地方教育行政官事務所（IA及び IDEN）の参加を促す体制造り： 

  今後の地方分権化の成否を担う地方自治体及び地方教育視学官事務所（IA・

IDEN）の参加を促す組織造りを行う。 

③ モニタリングを通したきめ細かいサポートの実施： 

  学校関係者が｢おらが学校｣と感じられ、且つ適切な活動が主体的に取れるよ

う、ワークショップのみならず学校活動実施中のモニタリングを重視する。 

④ 学校間での発表、情報・経験の共有を通したモチベーションの向上及びアイディ

アの創出： 

  学校間での経験の発表、競争は、関係者に大きな刺激を与え積極的に参加する

誘因となる。このため、学校間で経験を共有できる機会を設け活動の継続性を強

化する。 

⑤ 技プロとの連携： 

  セネガル政府、JICA その他の援助機関と足並みをそろえ、｢学校運営委員会｣

を学校運営の中心組織として位置づけ、その実施体制を考える。また、本事業の

成果品･ノウハウ（学校施設維持管理･衛生活動マニュアル等）を同時期に始まる

ルーガ州での「教育環境改善プロジェクト」で共有する。 

（４）ソフトコンポーネントの活動内容 

  上位目標、プロジェクト目標、及び成果を達成するため、上述のアプローチを勘案し

以下の活動を抽出した。 

[成果-1] 訓練マニュアル(キックオフワークショップ及び計画策定･実施ワークショッ

プ用マニュアル、及び便所使用･清掃方法マニュアル)が作成される。 

① ソフコン実施機関が、一連の訓練マニュアル（キックオフワークショップ及び計

画策定･実施ワークショップ用マニュアル、及び便所使用･清掃方法マニュアル）

を作成する。 

[成果-2] 学校運営委員会が組織され、継続的に運営される。 

① ソフコン実施機関が、対象学校の現状分析を行なう。 

② ソフコン実施機関が州(IA)レベルで、学校代表に対するキックオフワークショッ

プを実施する。 
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③ 学校代表が関係者を含む総会を開催しプロジェクト目的・学校運営委員会等につ

いての説明会を実施する。 

④ 学校代表が関係者を含む総会を開催し、学校運営委員会のメンバーを決める。 

⑤ 学校代表が学校運営委員会を設立し、会議議事録を取りまとめる。 

⑥ 学校運営委員会メンバーを中心とする地域住民が教室建設期間中、定期的に施工

進捗状況等の報告を受けるための説明集会が実施される。 

⑦ 学校運営委員会メンバーを中心とする地域住民が、建設中の教室見学を実施す

る。 

⑧ 学校運営委員会が、定期的に集会を開催し、必ず会議議事録を取りまとめる。 

[成果-3] 学校運営委員会により学校施設維持管理･衛生活動計画が策定される。 

① ソフコン管理（本邦）が、ソフコン実施機関に対して以降の訓練に必要な技術に

ついてのブリーフィングを実施する。 

② ソフコン実施機関が、｢学校施設維持管理･衛生活動計画｣策定･実施に関する研修

教材を作成する。 

③ ソフコン実施機関が、学校運営委員会(代表者)に対して｢学校活動計画｣策定・実

施ワークショップを実施する。 

④ 学校運営委員会が、学校関係者に対して｢学校施設維持管理･衛生活動計画｣策定･

実施ワークショップを実施する。 

⑤ その結果を踏まえて、対象校全ての学校運営委員会が｢学校施設維持管理･衛生活

動計画｣を策定する。 

⑥ ソフコン実施機関が対象校の活動計画策定についてのアドバイスを実施する。 

[成果-4] 学校運営委員会により｢学校施設維持管理･衛生活動計画｣に基づき、具体的

な学校活動が実施される。 

① 学校運営委員会を中心として、地域住民が｢学校施設維持管理･衛生活動計画｣に

沿って活動を実施する。 

② ソフコン実施機関が、対象校で｢便所使用･清掃方法｣を、ワークショップを通し

て実施する。 

③ ソフコン実施機関が対象校による｢学校施設維持管理･衛生活動計画｣に基づいた

活動実施、便所の使用･清掃状況のモニタリング・アドバイスを行なう。 

④ 学校運営委員会を中心として、対象校が、中間評価として自己評価を行う。 

⑤ ソフコン実施機関が、IDEN レベルで対象校に対して情報共有を目的に活動中間

発表会を企画する。 

⑥ 学校運営委員会が終了時評価を自ら実施し、その評価をもとに次のサイクルの活

動計画を策定する。 

[成果-5] 以上の活動の教訓を反映した「学校施設維持管理･衛生活動マニュアル」が

作成される。 

① ソフコン実施機関が、｢学校施設維持管理･衛生活動マニュアル｣を策定する。 

（５）ソフトコンポーネントの実施体制及び主な活動 

  図 3-12 に、主要ステークホルダーを含むソフトコンポーネント事業の実施体制及び

主な活動を示す。 
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図 3-12 ソフトコンポーネント事業実施体制及び主な活動 

 

（６）活動フロー 

  建設計画は、業務実施工程表に示したように大きく 3期に分けて実施される。一方、

ソフトコンポーネント事業は建設開始から終了後の活動・モニタリングを含めて 1サイ

クルの活動としているが、第 3期対象校に対しては建設終了後の活動期間がないため、

前 1、2 期と同様な活動ができない。これを解消するため、全体を 2 期に分け、建設計

画の 2期、3期対象校は第 2期にまとめて実施する。図 3-13に、ソフトコンポーネント

事業の全体活動フローを示す。第 2期については、第 1期が終了（終了時評価及び次年

次の計画策定）後、再び上に戻り、「対象学校代表へのキックオフ開催」から繰り返さ

れる。そして、2期が終了した段階で、「学校施設維持管理･衛生活動マニュアル」完成

と共に全体取り纏めを行う。 
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終了時評価の実施・次の
サイクルの計画策定

学校計画に沿った活動の
実施(継続）

- 63 -



- 64 - 

３－３ 相手国側分担事業の概要 

 セネガル国政府負担事項は以下の通りである。 

① 施設案件の実施に当たっては施設の建設に必要な土地を確保すること。 

② その他、状況に応じて、日本側の調査によって必要と認められた場合には、用地の

整地、および用地までの配電、給水、排水、その他の付随的な施設の整備、工事等

を行うこと。 

 
３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

３－４－１ 運営計画 

 小学校の運営管理は教育省の初等教育局の下で、全国 11 州に所在する州視学官事務所

（IA）とその下部組織の県視学官事務所（IDEN）が行っており、中学校については同省の

一般中等教育局の下で IA が行っている。IDEN は全国で 43 あり、ほぼ一般行政区分の県

に対応しているが、ダカール州は 3つの市（県と同格）に対して 10の IDENがあり、ティ

エス市、カオラック市は、市中心部と郊外の 2 つの IDEN に分割されている。小学校の活

動状況の把握、運営指導は IDENが行い、IAは IDENを統括し行政業務を担当している。

中学校については IAが直接、活動状況の把握、運営指導を行っている。 

 本計画が実施され教室の新設、増設が行われればその教室を運営していくために必ず教

員が配置されなければならない。また、新設校には必要に応じて専任の校長を配置しなけ

ればならない。教員の増員は、2 部授業の場合でも通常午前と午後を 1 名の教員が受け持

つので新設教室または増設教室 1教室に対して 1名とすればよい。計画対象校において学

校調査票に記載された教員数と、本プロジェクト終了後の教室数の合計（本プロジェクト

により建設される教室数＋建替えを除く既存教室数の合計）を比較して増員が必要となる

と考えられる教員数は表 3-22の通りである。なお、同表中に記載した必要校長数は学校調

査票において校長不在と回答した学校数である。養成教員数は、2006 年度は 4,000 人に達

しており、PDEFの教室建設規模が年間 2,500教室を目標としていることから、本プロジェ

クトで建設される教室には間違いなく教員が配置されると考えられる。 

表 3-22 必要となる教員数 

州 校長 教員 合計 

ルーガ 1 15 16 

カオラック 6 58 64 

ファティック 4 21 25 

ティエス 1 15 16 

ダカール 1 0 1 

合計 13 109 122 

 
３－４－２ 維持管理計画 

 施設の保守・維持や改修は地方分権化政策により地方自治体と校長、保護者、地域住民

からなる学校運営委員会が行うことになっている。しかしながら、学校運営委員会がその

機能を十分果たしているとは云い難く、実質的には保護者会がその機能を肩代わりしてい
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る。いずれにしろ地域住民が施設の修理や改修に協力しているが資金的には苦しい状況に

あり、本プロジェクトで建設する施設は当面メンテナンス不要なものを目指す。 

 
３－５ プロジェクトの概略事業費 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、10.00億円となり、先に述べ

た日本とセネガル国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によ

れば、次の通りと見積もられる。なお、この概略事業費は即交換公文(E/N)上の供与限度額

を示すものではない。 

（１）日本側負担経費 

表 3-23 概略事業費総括表 

区分 金額（百万円) 備考 

建築建設費 681.8  

 建築費 576.1  

 家具・備品 105.7  

調達代理機関費 185.9  

弁護士費用 10.0  

公的検査機関費 13.0  

設計監理費 77.7  

ソフトコンポーネント費 12.6  

ソフトコンポーネント委託費 15.0  

総合計 996.0  

 

（２）セネガル国負担経費  20.6百万 FCFA（4.43百万円） 

  セネガル側負担経費は、詳細設計後に算出される「既存建物等撤去費」及び「ソフト

コンポーネント実施費」があり、このうちソフトコンポーネント実施費用は約 20.6百万

FCFAと見込まれる。 

 

（３）積算条件 

・ 積算時点 平成 18年 6月 

・ 為替交換レート 1ユーロ = 143.01円 

  1FCFA  = 0.21802円 

・ 施工期間 工事期間は、施工工程に示したとおり。 

・ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施され

るものとする。 

 
３－５－２ 運営・維持管理費 

３－５－２－１ 運営費 

 3-4-1運営計画に示された上記、本プロジェクトで必要となる増加教員の給与は下記のよ

うに見積もられる。 
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表 3-24 現在の教員給与 

教員種別 給与 平均給与 

ボランティア教員 83,567～142,844 FCFA 110,803 FCFA 

契約教員 92,667～158,492 FCFA 122,916 FCFA 

公務員教員 97,773～167,225 FCFA 129,689 FCFA 

平均  121,136 FCFA 

出典：セネガル国教育省人事局 

 校長は公務員教員と仮定し、一般教員は各レベルの教員を平均して採用すると仮定する

と、本プロジェクトで必要となる人件費の増加は下記の通りである。 

表 3-25 増加する教員給与 

校長 教員 
州 人 

数 
給与 
（月額）

給与 
（年額）

人
数

給与 
（月額）

給与 
（年額） 

合計 
(FCFA) 

ルーガ 1 15 23,360,748 

カオラック 6 58 93,648,264 

ファティック 4 21 36,751,344 

ティエス 1 15 23,360,748 

ダカール 1 

129,689 1,556,268

0 

121,136 1,453,632 

1,556,268 

合計 13   109   178,677,372 

 

 教育省の 2005年度の総予算は 196,084百万 FCFAで、そのうち初等教育予算は 93,222百

万 FCFAであり総予算の 47.54％を占めている。その内人件費は 61,926百万 FCFAであり、

人件費の増分はその 0.29％となる。教育省の人件費は毎年伸びており上記の人件費の増加

は教育省の予算で十分負担可能と判断される。 

 
３－５－２－２ 維持管理費 

（１）建物 

  本プロジェクトによる建物は、適切に使用する限り 10年に 1回内壁を、5年に 1回建

具のペンキ塗り替え、1年に 1回黒板の塗り替えを行う程度の補修を行えば十分である。

ペンキ塗り替えに必要な費用は下記の通り見積もられる。 

表 3-26 建物の維持管理費 

項目 頻度 1年に換算した経費 

内壁塗り替え（1教室当り） 10年に 1度 16,000 FCFA 

建具塗り替え（1教室当り） 5年に 1度 8,000 FCFA 

黒板塗り替え（1教室当り） 1年に 1度 10,000 FCFA 

合計  34,000 FCFA 

 

（２）便所 

  便所に関しては教室と同様に適切に使用すれば、特に建物としての補修は必要ない

が、6年に 1回程度の便の汲み取りを行わなければならない。この費用はおおよそ下記

のように見積もられる。 
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   汲み取り料（1便房当り、6年毎） 

  8.5m3 ×6,500FCFA/m3 = 55,250FCFA/6年 = 9,200FCFA（手作業） 

（３）年間の維持管理費 

  以上、(1)～(2)を合計すると、1教室当たり年間 43,200FCFAの負担となる。学校運営

委員会（保護者会）が保護者から徴収する年間会費は児童 1人あたり 1,000～1,500FCFA

である。1 教室の収容児童数が 60 人であることから、徴収する年会費は 1,000～

1,500FCFA×60人=60,000～90,000FCFAであり、負担可能な範囲であると判断する。 

 
３－５－３ 一般無償とコミュニティ開発支援無償のコスト比較 

 一般無償（第 4 次小学校教室建設計画）と今回のコミュニティ開発支援無償のコスト比

較を表 3-27に示す。なお、比較を容易にするため為替交換レートは、3-5-1(3)積算条件のレ

ートに合わせた。 

表 3-27 一般無償とコミュニティ開発支援無償のコスト比較 

案件名 
一般無償 

（第 4次小学校教室建設計画） 
コミュニティ開発支援無償 
（小中学校教室建設計画） 

実施年度 平成 13～16年度 平成 18～20年度 

工期 32.5ヶ月 28.75ヶ月 

延床面積（m2） 33,841.42 29,134.36 

建設教室数 323 314 

総事業費（円） 
3,196,176,000 

94,400円／延 m2 
9,895,000円／教室 

996,002,000 
34,200円／延 m2 

3,172,000円／教室 

建築建設費（円） 
2,936,898,000 

86,800円／延 m2 
9,093,000円／教室 

890,730,000 
30,600円／延 m2 

2,837,000円／教室 

直接工事費（円） 
2,261,412,000 

66,800円／延 m2 
7,001,000円／教室 

681,779,000 
23,400円／延 m2 

2,171,000円／教室 

直接工事費 2,261,412,000 （70.8％） 681,779,000 （68.5％）

間接工事費＊１ 675,486,000 （21.1％） 208,951,000 （21.0％）

設計監理費＊２ 203,788,000 （6.4％） 77,720,000 （7.8％） 

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ費 55,490,000 （1.8％） 27,552,000 （2.8％） 

総
事
業
費
内
訳 総事業費 3,196,176,000 （100％） 996,002,000 （100％）

注） ＊1： 一般無償は、共通仮設費、現場経費、一般管理費の合計、コミュニティ開発支援無償

は、調達代理機関費（JICS、弁護士費用、公的検査機関の費用の合計）を示す。 

 ＊2： コミュニティ開発支援無償は、敷地測量および地盤調査を含む。 

 



 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

 本プロジェクトでは、カオラック州、ルーガ州、ファティック州、ティエス州、および

ダカール州における 60の小学校において 274の教室、48の校長室および 250便房の便所、

8の中学校において 40の教室、8の校長室および 38便房の便所を建設する。さらにソフト

コンポーネントを実施することにより学校運営委員会の組織能力が強化され、学校施設維

持管理・衛生環境が改善される。これにより次の効果が期待できる。 

 

（１）直接効果 
 

現状と問題点 
本プロジェクトでの対策 
（協力対象事業） 

計画の効果・改善程度 

1. 初等教育の就学率は全国平均
で 82.5%に達しているものの
州、地域により差があり、今回
の計画対象州である、ルーガ、
ファティック、カオラックの 3
州、およびティエス州のティバ
ウアン、ティエス県は全国平均
を下回る。また、ダカール州も
平均就学率は全国平均を上回
るものの激しい人口流入によ
り就学率が伸び悩んでいる。 

・ 本プロジェクトの終了年 2009
年の就学率を 89.5％として各学
校の児童数を推定した。これを
1クラス 60人として必要教室数
から既存教室数を減じて新設あ
るいは増設する教室数を計画す
る。 

・ 2009年には計画対象校で
約 10,500人の児童数増加
が見込まれる。 

2. 前期中等教育の就学率は 31.9%
であり初等教育の 40％程度で
ある。これは初等教育への投資
とその結果による就学率の伸
びに対して、前期中等教育への
投資が延びておらず、学校数お
よび学校施設の不足している。 

・ 本プロジェクトの終了年 2009
年の就学率を 50％として各学
校の生徒数を推定した。これを
1クラス 60人として必要教室数
から既存教室数を減じて新設あ
るいは増設する教室数を計画す
る。 

2009 年には計画対象校で約
650 人の生徒数増加が見込
まれる。 
 

3. 学校の衛生的な教育環境を保
つために必要な便所がない、あ
るいは数が足りない学校が多
い。そのため生徒は校庭の隅な
どで用をたしている。 

 また、便所のないことが女子生
徒の就学の障害となっている。 

・ 協力対象教室数に応じた便所を
建設し、各学校に必ず便所が存
在するように計画する。 

・ 女子生徒の利用を考慮して便所
入り口に目隠し壁を設ける。 

・ 生徒は衛生的な環境で学
習することが出来る。 

・ 女子児童・生徒の就学を
促進する環境が整備され
る。 

4. 教室の前面ベランダは地盤面
より段差があり、身障者に対す
る対応がなされていない。 

・ 前面ベランダにスロープを計画
する。 

・ 身障者に対するアクセス
が改善される。 

5. 地方分権化のもと、教育省は
「学校運営委員会」を組織的且
つ永続的な学校環境改善（施設
維持管理・教育の質の向上）を
自主的に実施する中心組織と
して位置づけている。しかしな
がら学校関係者にとって、同委
員会はドナーが提供する「学校
プロジェクト」の実施組織とし
て一時的に組織されるものと
の認識に留まっており、組織と
しても脆弱である。 

・ ルーガ州を除く計画対象校を対
象として、｢学校運営委員会｣の
組織能力強化を目的としたソフ
トコンポーネント事業を実施
し、「学校施設維持管理・衛生
活動マニュアル」を作成する。

・ ソフトコンポーネントで
作成された「学校施設維
持管理・衛生活動マニュ
アル」は、コミュニティ
関係者が中心となる学校
運営維持管理の指針とな
り、IA、IDEN を含む教
育省の学校施設維持管理
に対する意識の変革を促
し、学校運営能力の向上
につながる。 
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（２）間接効果 
 

現状と問題点 
本プロジェクトでの対策 
（協力対象事業） 

計画の効果・改善程度 

1. 現在、セネガルにおいて建設さ
れている教室等の施設は建物
の品質という観点から問題が
多く、傷みが甚だしく修理費が
かさみ維持管理費の増大を招
いている。 

・ 基本的にセネガルで建設されて
いる施設に準ずるが、耐久性、
強度に係る部位について改善を
加えた仕様とする。 

・ 修理費、維持管理費が低
減される。 

2. セネガルでは学校施設の維持
管理は教育省地方出先機関
（IA,IDEN）と学校運営委員会
に任されているが、地方行政府
の維持管理に関する認識が甚
だ薄い。 

・ ｢学校運営委員会｣の組織能力強
化を目的としたソフトコンポー
ネント事業を実施する際、IA、
IDEN の担当者に参加してもら
う。 

・ IA、IDEN の学校施設の
維持管理に対する意識の
変革を促し、マネージメ
ント能力の向上に継が
る。 

 
４－２ 課題・提言 

 本プロジェクトによって建設される施設が今後継続的かつ有効に使用され、維持管理さ

れるためには、セネガル国として以下の課題に取り組む必要があると判断される。 

① 本プロジェクトによって新設あるいは増設される教室に対して教員を配置し、また、

彼等の教育に対する能力を向上させるため継続的な教員の再教育を行う。 

② 本プロジェクトにより建設された教室に対して、適正な人数の生徒を受け入れ適切

なクラス編成を行う。また、効率的な授業を行うため、カリキュラムを改善し教室

等の学用品を各生徒に行き渡るよう努める。 

③ 本プロジェクトにより建設された校長室を有効に活用し、各校長は適正な学校運営

を行うよう努める。 

④ 学校施設維持管理・衛生環境改善に関するソフトコンポーネントにより取得した維

持管理ノウハウを持続するため、学校運営委員会の活動を活性化させるとともに、

学校運営委員会と教育省との協力体制を構築する。 

 
４－３ プロジェクトの妥当性 

 本プロジェクトは下記の理由により我が国の無償資金協力の対象案件として妥当である

と判断する。 

① 本プロジェクトは、激しい人口流入により就学率が伸び悩み 1991年の水準にも達し

ていないダカール州、および全国平均と同等か低い州であるティエス、ルーガ、カ

オラック、ファティックの 5 州に教室、校長室（倉庫付き）、便所を建設するもの

で、対象の 60の小学校で本プロジェクトの完了年の 2009年で 16,000人の児童に裨

益する。また、初等教育に比べて著しく就学率の低い前期中等教育に関しても、ダ

カール、ティエス、カオラックの 3 州における 8 校の中学校において校長室（倉庫

付き）、便所を建設することにより 2,400人（2009年）の生徒に裨益する。 

② 本プロジェクトはセネガル国の教育政策の根幹をなす「教育・訓練 10ヶ年プログラ

ム」の一部を構成するもので、本プロジェクトの完了年で対象小学校の就学率を

89.5％に向上させることができる。 
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③ 本プロジェクトで増強される教室を運営するのに必要な教員、および校長の増員は

122人である。この増員に対する人件費の増分は約 179百万 FCFAである。これは、

2005年度の初等教育予算のうち人件費の 0.29％であるが、教育省の人件費は毎年増

加しており、教育省の人件費予算で十分負担可能であると判断される。従って、計

画対象校には必要な数の教員が配属され、本プロジェクトで建設される教室等の施

設は先方により適切に運営されるものと考える。 

④ 本プロジェクトでは学校施設維持管理・衛生環境改善に関するソフトコンポーネン

トが実施されるが、その結果、計画対象校 53校における学校運営委員会が活性化さ

れる。 

 
４－４ 結論 

 本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが

広く住民の BHNの向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運

営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。

しかし、以下の点が改善・整備されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施し

うると考えられる。 

① 「教育・訓練 10ヶ年プログラム」の目標を実現するために、本プロジェクトのみな

らずセネガル国自身あるいは他ドナーのプロジェクトを総合的に連携させ、また、

それぞれが補完しあって機能するよう全体的計画の立案が求められる。 

② 初等教育においては単に就学率という量的拡大にとどまらず、今後は教育の質の向

上が求められ、結果として、直接的には留年・退学の減少、また、間接的には広く

国民の人的資源の拡大につながる。 

③ 前期中等教育においては、初等教育の就学率拡大による前期中等教育への進学率が

高まっており、①で示したセネガル国自身あるいは他ドナーとの連携、補完により、

より一層の施設整備が求められる。 
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資     料 

資料－１ 調査団員氏名 

（１）概略設計現地調査 
 

大島 義也 団長 JICA 無償資金協力部 次長 兼 審査室長 

内藤 康司 無償資金協力 外務省 経済協力局 無償資金協力課 課長補佐 

薫田 穣 調達計画 JICS 業務部 業務企画課 課長 

森田 千春 計画管理 JICA 無償資金協力部 業務第二グループ 

鈴木 敏彦 業務主任／建設設計 株式会社 大建設計 

清水 倫明 施工計画   同上 

須田 有久 調達計画／積算   同上 

馬野 裕朗 教育・技術支援計画 株式会社 コーエイ総合研究所 

菊池 康 通訳 株式会社 翻訳センターパイオニア 

 

（２）概略設計概要説明調査 
 

大島 義也 団長 JICA 無償資金協力部 次長 兼 審査室長 

森田 千春 計画管理 JICA 無償資金協力部 業務第二グループ 

鈴木 敏彦 業務主任／建設設計 株式会社 大建設計 

清水 倫明 施工計画   同上 

馬野 裕朗 教育・技術支援計画 株式会社 コーエイ総合研究所 

菊池 康 通訳 株式会社 翻訳センターパイオニア 
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資料－２ 調査行程 

（１）概略設計現地調査 
 

月日 官団員 業務主任/建築設計 通訳 教育・技術支援計画 施工計画 調達計画/積算 

1 6/4 日 成田発、パリ着 

2 6/5 月 パリ発、ダカール着 

3 6/6 火 
JICA事務所表敬、経済・財務省表敬、教育省次官表敬、現地 ODAタスクフォース表敬・協議、 

教育省協議(インセプションレポート等説明・協議) 

4 6/7 水 合同サイト調査、類似施設視察 

5 6/8 木 教育省協議(協議議事録(案))、州視学官との協議 現地コンサル、業者リストより 
調査会社選別／現地コンサル、業者調査 

6 6/9 金 
協議議事録調印、現地 ODAタスクフォース報告

ダカール発 
コンサルリストより 
調査対象選別 

現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）
（調査票配布、現場視察） 

7 6/10 土 パリ経由 団内会議 

8 6/11 日 成田着 団内会議 

9 6/12 月  教育省協議 コンサル,NGO調査 現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）
（調査票配布、現場視察） 

10 6/13 火  経済・財務省調査、教育省協議 コンサル,NGO調査 現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）
（調査票配布、現場視察） 

11 6/14 水  教育省協議、AGETIP調査 コンサル,NGO調査 現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）
（調査票配布、現場視察） 

BID協議、都市計画省協議、 
教育省協議 コンサル,NGO調査 現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）

（調査票配布、現場視察） 12 6/15 木  
JICA協議 

教育省協議、弁護士事務所調査、 コンサル,NGO調査
13 6/16 金  

BAD協議 
現地コンサル、業者、資材調査（at Dakar）

（調査票配布、現場視察） 

14 6/17 土  団内会議 

15 6/18 日  ダカールからサンルイへ移動 

16 6/19 月  Louga IA 訪問協議、調査票回収 業者調査(サンルイ) サイト調査(ルーガ)
17 6/20 火  ルーガからカオラックへ移動 

18 6/21 水  AM：Kaolack IA 訪問協議、調査票回収 
PM：Fatick IA 訪問協議、調査票回収 Kaolack業者調査 Kaolack サイト状況調

査 
19 6/22 木  Fatick住民集会 Fatick業者調査 Fatickサイト状況調査

20 6/23 金  Kaolack住民集会 Kaolack → Dakar 
Thies IA 訪問協議、調査票回収 

21 6/24 土  カオラックからダカールへ移動 資料整理 

22 6/25 日  資料整理 

23 6/26 月  AGETIP、BID依頼書類回収、
教育省協議 Thies IA 住民集会 Dakar コンサル 

調査票回収 
Dakar 業者調査票

回収 

24 6/27 火  CB圧縮試験、 
世銀聴聞調査、教育省協議 

世銀聴聞調査、 
コンサル,NGO調査

Dakarコンサル 
調査票回収 

CB圧縮試験 
Dakar 業者調査票

回収 

25 6/28 水  教育省協議（Technical Note協議）
学校調査票回収 コンサル,NGO調査 Dakar コンサル 

調査票回収 
Dakar 業者調査票

回収 

26 6/29 木  教育省協議、Technical Note署名
学校調査票回収 コンサル,NGO調査 Saint-Louis 

業者調査票回収 
Kaolack、Fatick 
業者調査票回収 

27 6/30 金  日本大使館、JICAセネガル事務所報告 

28 7/1 土  資料整理、ダカール発 

29 7/2 日  パリ経由 

30 7/3 月  成田着 
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（２）概略設計概要説明調査 
 

官団員 
月日 

団長 計画管理 
業務主任/建築

設計 通訳 教育・技術支援
計画 施工計画 

1 8/26 土 成田発、パリ着 
2 8/27 日 

 
パリ発、ダカール着 

3 8/28 月 成田発、パリ着 
日本大使館表敬、JICAセネガル事務所表敬、経済・財務省表敬 

教育省表敬、弁護士事務所調査 
4 8/29 火 パリ発、ダカール着 教育省協議（概略設計概要書の説明・協議） NGO調査 公的検査機関調査

5 8/30 水 教育省協議(概略設計概要書の説明・協議) NGO調査 コンサル調査 

6 8/31 木 
教員養成校施工・ソフコン活動状況視察 
教育省協議(協議協議議事録(案)) 

他ドナー調査 コンサル調査 

協議議事録調印、大使館、JICA事務所報告 
7 9/1 金 

ダカール発  
NGO調査 コンサル調査 

8 9/2 土 パリ経由 団内会議 

9 9/3 日 成田着 資料整理 

教育省協議 NGO調査 コンサル調査、 
10 9/4 月 

ダカール発 
11 9/5 火 パリ経由 

12 9/6 水 

 

成田着 
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資料－３ 面会者リスト 

（１）概略設計現地調査 

１） 在セネガル日本大使館 

 迫 久展 参事官 

 角田崇成 一等書記官 

 高沢昭博 一等書記官 

 諸橋 忍 三等書記官 

２） JICAセネガル事務所 

 伊禮英全 所長 

 白井健道 地域支援事務所長 

 野田久尚 次長 

 福若雅一 国際協力専門員 

 森下拓道 所員 

 櫂谷紅美子 専門員 

３） 教育省 

 アダマ・アイダラ 事務次官 

 ＊学校建設機材局 

 ウスマン・ディオップ 局長 

 ムッサ・ソウ 建設課課長 

 ウスマン・ヤデ 技術者 

 アッサン・チアム 機材課課長 

 モマール・ディオン 契約室室長 

 ＊教育企画改革局 

 ウンバイ・ウンドゥンベ・ゲイ 局長 

 パパ・モマール・セン スクールマッピング室室長 

 ＊人的資源局 

 マハカ・ツーレ 局長 

 マリー・シビ 社会開発・職業関係・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ課課長 

 イブラヒム・ハービー・ツーレ コーディネーター 

 マドガル・ティオーネ 

 ＊初等教育局 

 アブドゥ・ディアオ 副局長 

 ＊プロジェクト調整ユニット 

 ダオウダ・ニアング 局長 

 イブラヒム・ディオン イスラム開発銀行プロジェクト契約責任者 

 ママドゥ・ディア 総務・機材局契約課 

 ジーン・オウアタラ イスラム開発銀行プロジェクト技師 

 リッチ・ウンドウン イスラム開発銀行プロジェクト会計担当 

 ＊識字教育・国語局 
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 ガリィ・ファイェ 局長 

 チェイ・パス・ゲイ 副局長 

 ＊中等教育局 

 ディブリル・ソウ アクセス室長 

 ＊国立教育開発調査研究所 

 チェイック・アウ 所長 

 ＊ダカール州 

 ノリエグェン・ママドゥ ダルー・ミセット小学校校長 

 バシロ・ウンディアェ メディナ・ケレ小学校校長 

 ＊ファティック州 

 アリオン・シラ・セック 州視学官事務所 視学官 

 ムッサ・ディオフ 州視学官事務所 基礎教育担当 

 アブドレイ・シレ・ダフ ファティック県視学官事務所 視学官 

 マデ・ファイェ ファティック県視学官事務所 副視学官 

 イブラヒム・バー ゴサス県視学官事務所 視学官 

 コウムバ・ドゥノフェン・ウンディアエ ムバヌ小学校校長 

 アマディ・ウンゴム サニュ中学校長 

 バオリディ・ティディアン・チェイ ンディオンゴロール小学校副校長 

 ＊カオラック州 

 ビラム・ディオフ 州視学官事務所 副視学官 

 ファロウ・ムボウプ 州視学官事務所 計画担当官 

 イブラヒム・セディ カオラックコミューン視学官事務所 

 ママドゥ・マネ カオラックコミューン視学官事務所 計画担当官 

 モマット・ドラム ニオロ・ド・リップ県視学官事務所 視学官 

 エル・ハジ・マリック・シ ニオロ・ド・リップ県視学官事務所 計画担当官 

 イブラヒム・セン カオラック県視学官事務所 計画担当官 

 ディジム・ケベ カフリヌ県視学官事務所 視学官 

 カティム・ツーレ カフリヌ県視学官事務所 計画担当官 

   ババカール・ウンディアエ ンドファン 3小学校校長 

 ウンディオゴウ・ファル ンドファン中高一貫校校長 

 ＊ルーガ州 

 ウセノウ・ババ・リィ 州視学官事務所 視学官 

 ママドゥ・ディアマテ ケベメール県視学官事務所 副視学官 

 マウロウ・ディアカテ ルーガ県視学官事務所 計画担当官 

 ガセ・ウンディアエ ケベメール県ツーバ・メリナ小学校副校長 

 ＊ティエス州 

 アダマ・ニアネ 州視学官事務所 副視学官 

 アマディ・ケベ ンブール県視学官事務所 計画担当官 

 アブドゥール・アジ・リィ ティバワンヌ県視学官事務所 視学官 

 タラ・ファイ チエスヴィル県視学官事務所 視学官 
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 アブドゥラェ・ウンディアェ チエスヴィル県視学官事務所 計画担当官 

 アリオン・グイング ンブール II小学校校長 

 アブドラヒム・コーレ ンブール II中学校校長 

 ファティマタ・ビネタ・ボコム ンブール II中学校父兄会副会長 

４） 経済・財務省 

 マッサール・ワゲ 経済資金協力局局長 

 パパ・マディオップ・ディオップ 経済資金協力局、学校計画担当 

 アミナタ・バディオ 経済資金協力局日本担当 

 ジーン・マンサル 予測・経済調査局、統計担当官 

５） 計画・持続可能発展省 

 アン・マリィ・ディオップ・ディアニュ 計画局、資料担当官 

６） 雇用対策のための公共事業実施機構（AGETIP） 

 アブバカール・ディオフ 保健・教育ユニット、コーディネーター 

７） 都市計画・国土省 

 ママドゥ・ベルテ 建築家 

 サリ・ウンドンゴ ファティック州都市計画整備局課長 

 アブドゥ・ウンドール カオラック州都市計画整備局課長補佐 

 マール・バー ルーガ州都市計画整備局課長 

 ムバイェ・シソコ サンルイ州都市計画整備局課長補佐 

８） サンルイ州 州議会 

 アブドラマウ・ウォネ 会計管理責任者 

９） アフリカ開発銀行セネガル事務所 

 ロカヤ・トラオレ 社会経済エコノミスト 

10） 世界銀行 

 メスケレム・ムラツ 主席教育専門家 

11） ユニセフ 

 ハリフォセニ・ガサナ 教育プロジェクト担当 

12） USAID 

 パパ・モマール・ソウ 教育チーム長 

13） ACDI 

 ルイス・ミニレ   一等書記官 

 ジーン・グィ・ラロチィレ カナダ・セネガル協力地方議員支援プロジェク

ト技術顧問 

14） NGO 

 ＊プラン・インターナショナル西アフリカ地域事務所 

 スベン・コップネ 地域教育アドバイザー 

 ＊エイド・エ・アクション 

 ソウコウナ 

 ＊アナファ 

 ウスマン・ウンドンゴ 
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 ＊プランセネガル 

 ムッサ・サール 保健、給水、下水担当顧問 

 ママドゥ・カンテ 所長 

 アマス・カマラ 教育担当顧問 

 ＊トスタン 

 モリィ・メルチン 代表 

 ＊エンダ・エコップ  

 エル・バティラ・カノテ コーディネーター 

 ＊ワールド・ヴィジョン・セネガル 

 エリック・トウミエウ 代表 

 ジーン・ガブリエル・カルバロ・ダルバレンガ 

 

（２）概略設計概要説明調査 

１） 在セネガル日本大使館 

 高沢昭博 一等書記官 

 矢頭 肇 二等書記官 

２） JICAセネガル事務所 

 白井健道 地域支援事務所長 

 福若雅一 国際協力専門員 

 森下拓道 所員 

３） 教育省 

 アダマ・アイダラ 事務次官 

 ＊学校建設・機材局 

 ムッサ・ソウ 建設課課長 

 ＊教育企画改革局 

 ウンバイ・ウンドゥンベ・ゲイ 局長 

 アマドゥ・ゲイ・セイ スクールマッピング部長 

 パパ・モマール・セン スクールマッピング室室長 

４） 経済・財務省 

 マッサール・ワゲ 経済資金協力局局長 

 パパ・マディオップ・ディオップ 経済資金協力局、学校計画担当 
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（２）概略設計現地調査（和文仮訳） 
 
 

セネガル共和国 

小中学校教室建設計画概略設計調査 

討議議事録 

 

 セネガル共和国政府の要請および予備調査の結果に基づき、日本国政府は、小中学校教室

建設計画（以下、本プロジェクトという）に係る概略設計調査を実施することを決定し、独

立行政法人国際協力機構（以下、JICAという）へ調査を委託した。 

 JICAは、無償資金協力部次長の大島義也を総括とし、2006年 6月 5日から 7月 1日の予定

で滞在する概略設計調査団（以下、調査団という）をセネガル共和国（以下、「セ」国と称す）

へ派遣した。 

 調査団は、「セ」国政府関係者と協議を行い、「セ」国における現地調査を実施した。 

 それらの協議及び現地調査を通して、双方は附属書に示される主要事項を確認した。調査

団は更なる調査作業を進め、概略設計調査概要書を作成する。 
 

2006年 6月 9日、ダカールにて 
 
 
 

 
 
 

  

アダマ・アイダラ 
次官 
教育省 
セネガル共和国 

大島 義也 
団長 
概略設計調査団 
JICA 
日本国 

 

マッサール・ワゲ 
経済・財務協力局長 
経済・財務省 
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附 属 書 
 
１．プロジェクトの目的： 

 プロジェクトの目的は、ダカール州、ティエス州、ルーガ州、ファティック州、カオ

ラック州において学校施設の建設を行うことにより、教育環境を改善することである。 
 
２．調査の内容・実施スケジュール： 

 本プロジェクトに対する予備調査の結果を踏まえ、日本側は上述１．に記載された目

的を達成するための概略設計調査の実施を決定した。「セ」国側は、日本側から説明のあ

った予備調査結果、および同結果を踏まえた本プロジェクトの調査方法、スケジュール

等について合意し、インセプションレポートに記載された内容および「セ」国側が行う

べき事項について受け入れた。 

 調査団は 2006年 7月 1日まで「セ」国における現地調査を継続する。「セ」国側責任

機関および実施機関は円滑な調査のために、調査団に対して必要な支援を行うことを約

束した。 

 なお、本概略設計調査の実施は、即日本政府による無償資金協力の実施をコミットす

るものではないことを「セ」国側は理解した。 
 
３．責任機関及び実施機関： 

1） プロジェクトの調整機関は教育省教育企画改革局（DPRE）とする。 

2） プロジェクトの財政にかかる担当機関は教育省総務機材局（DAGE）とする。 

3） プロジェクトの教育にかかる担当機関は教育省初等教育局（DEE）、教育省中等教

育局（DEMSG）、および教育省人材開発局（DRH）とする。 

4） 建設にかかる担当機関は教育省学校建設機材局（DCES）とする。 

5） 教育省の組織図を別紙 1に添付する。 
 
４．調査対象サイト： 

 調査対象サイトは、以下の地域とする。 

1) ダカール州 

2) ティエス州 

3) ルーガ州 

4) ファティック州 

5) カオラック州 
 
５．「セ」国政府の要請事項： 

 調査団との協議の結果、セネガル側は別添 2 のサイトにおける次のアイテムを要請し

た。要請コンポーネント中、教室建設を最優先とすることを双方合意した。 

(1) 小学校（9m×7m）750教室、校長室、便所棟、図書室の建設 

(2) 中学校 60教室、校長室、便所棟、図書室、資料室 

(3) 児童用机・椅子、教員用机・椅子、黒板、キャビネ、棚、教材の調達 

(4) ソフトコンポーネント 
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６．実施体制： 

 双方は、本プロジェクトを円滑に実施するため、政府間協議会を設立することを確認

した。 

 政府間協議会の構成メンバーは以下のとおりとする。 

1) 日本国大使あるいはその代理 

2) 教育省大臣あるいはその代理  

3) 経済・財務省大臣あるいはその代理 
 

 なお、「セ」国は E/N締結後、日本における銀行口座開設と調達代理機関財団法人日本

国際協力システム（以下 JICSという）との調達代理契約を行う。口座開設コストは、こ

の「セ」国政府が負担する。 
 
７．コミュニティ開発支援無償資金協力スキーム 

 「セ」国政府は、調査団の説明及びアネックス 3 に示されるコミュニティ開発支援無

償、および「セ」国政府が負担すべき事項を理解し、プロジェクトの円滑な実施のため、

必要な措置を適切に講じることを約束した。 

(1) コミュニティ開発支援無償は、貧困、飢餓、疾病等、人命や安全な生活への脅威

に直面するコミュニティの総合的能力開発の支援を目的として新たに設けられた

無償資金協力のスキームである。 

(2) コミュニティ開発支援無償は、現地仕様・設計に基づく施工、現地業者・資機材

の積極的活用を図る他、競争性の向上等を通じて、一般プロジェクト無償と比し

て大幅なコスト縮減と効率化を目指すものである。 

(3) 「セ」国は JICS と契約を行い、JICS はプロジェクトの円滑な実施のため、調達、

実施監理を行う。JICAはプロジェクトが円滑に促進するよう、「セ」国や JICSへ

の助言等の実施促進を行う。 

(4) 本プロジェクトの実施にかかる援助資金の流れはアネックス 4 の添付書類のとお

りである。 
 
８．調査のスケジュール： 

(1) 調査団は、2006年 7月 1日まで「セ」国において更なる調査を続行する。 

(2) 調査団は、2006年 8月下旬に「セ」国に再来し、概略設計概要説明を行う。 

(3) 「セ」国側が概略設計概要書の内容におおむね合意した場合、JICA は、2006 年

11月頃に、概略設計調査報告書を「セ」国政府に送付する。 
 
９．その他の関連事項： 

 以下の事項について双方は同意した。 

(1) 優先整備学校リスト作成基準： 

  優先整備学校リストの作成基準は以下のとおりとする。 

1) 人口増加率、就学適齢児童数、入学率および他の関連資料により、現在及

び将来にわたって教室の必要数が確認された学校 

2) 他ドナー、NGOによる教室の建設計画等がない学校 
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3) 十分な教員確保、財政的裏付け、関係者の施設維持管理の協力が得られる

学校 

4) 用地の所有権を証明する書類のある学校 

5) 詳細設計時のサイト選定基準の確認 

・ 地勢が良好で、学校建設に十分な広さがある学校 

・ 不法占拠の家屋などがなく、建設に支障のない学校 

・ 工事資機材の搬入アクセスに支障のない学校 

・ 学校／敷地に驚異となる自然災害の恐れのない学校 

・ 治安面で問題のない学校 

・ 地盤の良好な学校 

(2) プロジェクト実施時の瑕疵責任： 

  設計瑕疵が発生した場合には、詳細設計・施工監理コンサルタントが責任を負

う。 

  施工瑕疵については、施工業者が責任を負う。 

(3) 詳細設計・施工監理コンサルタント及び建設工事の請負業者： 

  詳細設計・施工監理コンサルタントおよび施工業者は、本邦業者に限定しない。

選定にあたっては別途示す調達ガイドラインに従って公正な入札を通じてこれを

おこなう。 

(4) 「セ」国側負担事項： 

  「セ」国側は、本プロジェクトの責任機関と実施機関が調整、分担しつつ、実

施に際して「セ」国側が負担すべき事項と経費を準備し、実施スケジュールに基

づき確実に履行することを約束した。「セ」国側負担事項の詳細についてはアネッ

クス 5 の添付書類のとおりである。日本側は「セ」国側による予算確保に必要な

情報を提供する。なお、「セ」国側の負担事項の詳細は、概要説明時にも説明する。 

(5) 建設した施設の運営・維持管理： 

  「セ」国側は、無償資金協力で建設された施設を適切に運営・維持管理しなけ

ればならない。 

(6) 安全対策： 

  本プロジェクトを実施するうえで、「セ」国側はプロジェクト邦人関係者に対す

る十分な安全対策を適切に措置することを約束した。 

(7) 必要情報の提供： 

  「セ」国側は本調査に必要な対象サイトにかかる諸データ、自然状況、その他

必要とされる情報を調査団に提供することを約束した。 

 

添付 1 教育省組織図 

 2 要請校リスト 

 3 コミュニティ開発支援無償について 

 4 本プロジェクトの実施にかかる援助資金の流れ 

 5 「セ」国側負担事項 
 



添付－１　教育省組織図

次官 教育大臣 官房長官

識字化・国語・フランコフォニー担当大臣 官房長官

教育問題担当大臣 官房長官

初等教育局
(DEE)

教育企画改革局
(DPRE)

幼児教育局

中等教育局
(DEMSG)

総務・機材局
(DAGE)

識字化・国語局
 (DALN)

高等教育局
(DES)

学校建設機材局
 (DCES)

奨学金局
 (DB)

人事局
中等技術教育局

 (DEST)

試験・入試部
 (DEXCO)

総務・財務監査局
 (IAAF)

国民教育監査局

学校医療検査部
 (DCMS)

追跡調査課
 (BS)

教育省情報室
 (CIME)

法務・文書部
教育発展のための

国立研究・行動センター
教育ラジオ・テレビ放送部

 (DRTS)

アラブ教育部
(DEA)

ユネスコ国内委員会
私立教育部

(DEP)

学校および職業指導
国立センター

県視学官事務所43ケ所
(IDEN)

州視学官事務所11ヶ所
(IA)

添付－２　要請校リスト

省略
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添付－３ コミュニティ開発支援無償について 

 
Japan’s Grant Aid for Community Empowerment 

〈Gist for the scheme〉 

- As from FY2006, Japanese Government has introduced a new grant aid scheme called, 

‘‘Grant Aid for Community Empowerment”. It aims toward development of certain 

communities or regions in recipient country by empowering capability of the community as a 

whole to overcome various threats such as hunger, poverty, epidemics, etc. Multiple different 

components (construction of schools, roads, wells, or training, etc.) can be combined 

effectively to formulate one project. Single component projects, for example, constructions 

of school classrooms in certain region by utilizing local resources are also possible. 

Contractors, suppliers or consultants are not confined to Japanese companies only, and 

construction can be done in line with local specification, which leads to cost reduction.  

 

The new scheme has a number of important features which are different from those of Grant Aid 

for General Projects, Main features of the new scheme are as follows： 

 

- Contractors, suppliers or consultants are not tied to Japanese companies only, and 

construction can be done in line with local specification, 

- Multiple different components can be combined to formulate on project, 

- Procurement Management Agent (Japan International Cooperation System (JICS) ) is 

assigned to undertake overall management of the grant (including fund management) on 

behalf of the recipient countries, 

- A project has simpler procedures and is commenced earlier than in the case of General Grant 

Aid type,  

- Local resources, such as suppliers, contractors, consultants, materials, work force, etc. may 

be utilized where necessary, 

- Local specification may be applied to construction, 

- Japan International Cooperation Agency (JICA) is assigned to undertake outline design 

studies and project implementation promotion. 

 

One important feature and principle of the scheme is adoption cost effectiveness. If  

contractors with reasonable technical standard available in the recipient or nearby countries, they can 

participate bidding for construction. (Standard of quality will be supervised by technical advice of 

consultants selected by Japanese side.)  

The new grant scheme, by empowering the community, thus seeks to enhance human  

security, an important vision for Japanese official development assistance.  
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添付－５ 「セ」国側負担事項 
 
両政府でとるべき措置 
 

No. 項目 
無償資金協
力による 
負担 

被援助国 
による 
負担 

協議

1 土地を確保すること  ●  
2 必要に応じて敷地の整地、埋立を行うこと  ●  
3 敷地周囲に門塀の建設を行うこと  ●  
4 駐車場の建設を行うこと  ●  
5 道路の建設を行うこと  ●  
6 建物の建設を行うこと ●   
電力の供給、給水、下水道に対する施設およびその他の付随
施設を用意すること 

   

1) 電力    
a. 敷地までの引き込み  ●  
b. 敷地内の屋外、屋内配線 ●   
c. 主サーキットブレーカーとトランス ●   

2) 給水    
a. 敷地までの公共給水管  ●  
b. 敷地内の給水システム（受水槽および高架水槽） ●   

3) 排水    
a. 敷地までの下水本管（雨水、汚水、その他）  ●  
b. 敷地内の排水システム（便所排水、通常排水、雨水、そ
の他） ●   

4) ガスの供給    
a. 敷地までの公共ガス配管  ●  
b. 敷地内のガス供給システム ●   

5) 電話設備    
a. 建物の主分配盤（MDF）までの電話配線  ●  
b. MDFおよびMDF以降の配線 ●   

6) 家具および機器    
a. 一般家具  ●  

7 

b. プロジェクト機器 － － － 
8 B/Aに基づく銀行サービスに対する日本の銀行への手数料  ●  
被援助国の荷下し港での迅速な荷下しと通関を保証するこ
と 

   

1) 日本から被援助国への製品の海上（航空）輸送 ●   
2) 荷下し港での製品に対する関税免除と通関  ●  

9 

3) 荷下し港からサイトまでの国内輸送 (●) (●)  

10 
認証された契約に基づく製品と役務に関して必要とされる
日本人の被援助国への入国と業務遂行のための滞在に必要
な措置を保証すること 

 ●  

11 
認証された契約に基づく製品と役務の供給に関して、被援助
国で日本人に対して課される関税、国内税およびその他の財
政的な義務を免除すること 

 ●  

12 無償資金協力で建設された施設と供給された機材を維持し、
適切かつ有効に使用すること 

 ●  

13 無償資金協力によって負担される以外の施設の建設および
機材の輸送と据付に必要なすべての費用を負担すること 

 ●  

※Note； 電気、ガス、電話については本案件に該当しない。 
 本表に記載されていない事項については、双方協議して決めることとする。 
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（４）概略設計概要説明調査（和文仮訳） 
 

セネガル共和国 

小中学校教室建設計画 概略設計概要説明調査 

協議議事録 

 

 

 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と記す）は「小中学校教室建設計画」（以下「プ

ロジェクト」と記す）に関する概略設計調査団を 2006年 6月にセネガル共和国（以下セネガ

ルと記す）へ派遣し、協議やサイト調査そして日本での調査結果の技術的審査を経て、概略

設計概要書（案）を作成した。 

 

 JICAは概略設計概要書（案）の内容をセネガルに説明し、またその内容に関する意見を聴

取するため、JICA無償資金協力部次長大島義也を団長とする概略設計概要説明調査団（以下

「調査団」と記す）を 2006年 8月 27日から同年 9月 4日までの予定で派遣した。 

 

 協議の結果、双方は附属書に記述された主要事項を確認した。 
 

  2006年 9月 1日 ダカール 
 
 
 
 
大島 義也 
団長 
概略設計概要説明調査団 
JICA 
日本国 

 アダマ・アイダラ 
次官 
教育省 
セネガル共和国 

   
   

 
  マッサール・ワゲ 
  経済・財務協力局長 
  経済・財務省 
  セネガル共和国 



 

- 111 - 

附 属 書 
 

１．概略設計概要書（案）の内容 

 セネガル政府は本調査団が説明した概略設計概要書の内容に関して原則として合意

し、これを受け入れた。 

 

２．優先整備学校リスト 

 現地調査に基づく国内解析の結果策定された優先整備学校リストは別添 1 のとおりで

ある。同リストは、本プロジェクトが日本国政府によって承認された後の詳細設計にお

けるサイト調査によって、再度見直されるものである。 

 また、同リストの優先度に沿って実施される工事入札結果によって最終建設教室数が

決定するものである。 

 

３．日本のコミュニティ開発支援無償のスキーム 

 本調査団は、コミュニティ開発支援無償のスキームについて再度説明した。セネガル

側は同スキームおよびセネガル政府が行うべき事項について理解し、かつ必要な措置を

実施スケジュールに応じて適切に行うことを約束した。 

 

４．実施体制 

4-1 プロジェクト・コーディネーション・ユニットは教育省の代表として JICS（調達代理

機関）と協調の下、プロジェクトの実施プロセスの全体を通じて参加することを双方

は確認した。プロジェクト実施にかかる調達手続きについては別途日本国政府の定め

る調達ガイドラインに基づき行うものとする。 

4-2 政府間協議会はセネガル側として教育省教育企画改革局（DPRE）、教育省学校建設

機材局（DCES）、プロジェクト・コーディネーション・ユニット（UCP）の各代表

者、および日本側として在セネガル日本国大使館代表者、議長はセネガル政府の代表

者（DPRE局長）が担うことを確認した。 

4-3 また、JICAおよび調達代理機関の代表者が必要に応じ参加できるものとする。本プロ

ジェクトの実施体制は別添 2のとおりである。 

 

５．調査のスケジュール 

 JICAは本協議結果に基づいて最終報告書を完成させ、セネガル政府に 2006年 11月に

送付する予定である。 

 

６．その他の協議事項 

6-1 セネガル側が実施する主要負担事項 

  セネガル側は別添 3に記載された主要負担事項に係る予算を確保し、必要な事項を

発生する都度遅滞なく実施する。 

6-2 教員の確保 

  セネガル側は、本計画の実施に伴い必要となる教員を配置する。 
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6-3 学校施設の運営維持管理 

  セネガル側は、本計画により整備された学校の運営・維持管理に関する予算を確実

に確保し、維持管理体制を確立する。 



添付　1

優先整備学校リスト(1/2)
要請教室数 協力対象施設

新築 増築 建替 合計 学校 教室 校長室
便所

(便房数)

KA01 コウンゲール 5 4 2 6 1 6 1 6
KA02 カフリーン 11 6 6 1 6 1 6 州の就学率
KA04 ケール・サシ 1 2 3 1 3 1 4 = 56.1%
KA06 メディナ・ゴウェ 1 2 3 1 3 1 4
KA19 キャシアル 1 2 3 1 3 1 4 教育省優先順位

小計 6 7 8 21 5 21 5 24 = 3位
NR01 ニオロ・サントル 6 6 1 5 1 4
NR06 ケール・マディアブル 4 6 6 1 5 1 4
NR07 ンドラメ・エスケール 2 6 6 1 5 1 4
NR08 ワック・ンゴウナ 2 6 6 1 3 1 4

小計 24 0 0 24 4 18 4 16
KC02 ンダンガン 3 12 12 1 12 1 12
KC03 シン・シン (付属校) 3 3 1 1 1 0
KC04 ダラウ・リドウナ 4 4 1 4 1 4
KC05 サム2 6 6 1 6 1 6

小計 12 7 6 25 4 23 4 22
KD02 ンドファン 3 5 3 8 1 6 1 6
KD05 ンドファット・トゥコレール 6 6 1 6 1 6
KD06 コウタル 3 6 6 1 6 1 6
KD10 コン・コン・ティアレン 3 3 1 2 1 0

小計 12 5 6 23 4 20 4 18
小計 54 19 20 93 17 82 17 80

KB01 サガッタ 2 3 3 1 3 1 4
KB02 バウレレ・セック 4 1 5 1 5 1 4 州の就学率
KB03 ツーバ・メリナ 4 2 6 1 5 1 4 = 76.9%
KB08 グェオウル 4 2 2 4 1 3 1 4
KB09 ムバロン・ディオップ 1 2 3 1 3 1 4 教育省優先順位

小計 0 14 7 21 5 19 5 20 = 1位
LN01 リングェーレ 5 6 3 9 1 7 0 6
LN02 ンゴメ 6 6 1 6 0 4
LN03 ングエネネ 4 3 7 1 7 1 6
LN06 ダーラ 8 5 5 1 5 1 4

小計 0 21 6 27 4 25 2 20
LG01 メディナ・ガラージュ 6 6 1 6 1 6
LG02 ケール・セリーン・ルーガ・サッド 3 3 1 3 0 0
LG05 ティレーネ・シラ 3 3 1 3 1 4
LG06 ンダメゴット 3 3 1 3 1 4
LG07 ベルガルキィ 3 3 1 3 1 4
LG08 レジオナル 1 5 5 1 5 0 4

小計 6 5 12 23 6 23 4 22
小計 6 40 25 71 15 67 11 62

FA02 ファティック付属校 12 12 1 10 1 10
FA04 ディオフィオ・サントル 6 6 1 5 1 4 州の就学率
FA06 タタグィン 2 5 5 1 5 1 4 = 75.3%
FA12 ムバネ 2 2 1 2 0 0
FA13 ムバイェ・ムバイェ 3 3 1 3 0 4 教育省優先順位

小計 18 8 2 28 5 25 3 22 = 2位
FD01 ファンデオゥグ 3 3 3 1 3 0 4
FD02 ソコネ 4 3 3 1 3 1 4
FD03 パッシー 3 3 3 1 3 1 4
FD06 カラン 2 3 2 5 1 5 1 4
FD08 ペティエ 1 3 4 1 3 1 4

小計 0 13 5 18 5 17 4 20
ゴッサス GS09 ダラウ・バック 3 1 4 1 2 0 0
小計 18 24 8 50 11 44 7 42

RQ50 ケール・ンディアエ・ロ 6 6 1 2 1 0
RQ51 キップ (バルグニ) 6 6 1 5 1 4

小計 12 0 0 12 2 7 2 4
MB50 ウンブール・メディナ・セメ 6 6 6 1 6 1 6
MB51 ディアマグェネ 2 4 4 1 4 1 4
MB52 ンガパロウ・ソモネ 4 4 1 4 1 4
MB53 グェレオ 4 4 1 4 1 4
小計 18 0 0 18 4 18 4 18

ティエス市 TH50 ティエス・パルセル・アサイニ 6 6 1 4 1 4
小計 24 0 0 24 5 22 5 22

カオラック カオラック市 KC50 新カオラック 12 12 1 12 1 12
小計 48 0 0 48 8 41 8 38

RF01 EFI付属校 a 12 12 1 12 0 0
RF02 EFI付属校 b 12 12 1 12 1 12 教員養成校　付属校
RF03 EFI付属校 c 12 12 1 12 0 8

小計 36 0 0 36 3 36 1 20
TD02 ンゴウディアン・ディオール 3 3 1 3 1 4
TD03 ウウダメ・ロ 1 2 3 1 3 1 4 州の就学率
TD05 ケール・ヨロ・サディオ 3 3 1 3 1 0 = 85.0%
TD07 ネオラーネ 1 1 2 1 2 1 0 IDEN就学率
TD09 ンディエネ・シラク 3 3 1 3 1 4 = 80.6%
TD10 ケール・マウサ 2 1 3 1 3 0 4
TD12 ングインス・セレレ 2 1 3 1 3 1 4

小計 6 9 5 20 7 20 6 20
TV01 ピレ 3 3 3 1 3 1 4
TV06 ンドモール 6 6 1 6 1 6 州の就学率
TV07 ケール・パセ・ケウェ 2 1 3 1 3 1 4 = 85.0%
TV08 イェンダ・ナネ 3 3 1 3 1 4 IDEN就学率
TV10 リソ 2 2 1 2 0 0 = 57.79%
TV11 ケール・バカール 1 4 5 1 5 1 4
TV12 ンガディアガ 2 1 3 1 3 1 4

小計 9 8 8 25 7 25 6 26
小計 15 17 13 45 14 45 12 46

IA
コード
No.

ティエス県

ティバウアン

ウンムール

ルフィスク2

ファティック

ファティック

フンジューニュ

IDEN 学校名

6 小学校 ティエス

5 小学校 ダカール
ルフィスク 1

4 中学校

ダカール

ティエス

備考

2 小学校 ルーガ

ケベメール

リンゲール

ルーガ

1 小学校 カオラック

優先
順位

学校
種別

カフリーン

ニオロリップ

カオラック市

カオラック県

3 小学校
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優先整備学校リスト(2/2)
要請教室数 協力対象施設

新築 増築 建替 合計 学校 教室 校長室
便所

(便房数)

MB02 サンティ・バオバブ 6 6 1 3 1 4
MB03 ゾーヌ・レジダンシエル 5 5 1 5 1 4 州の就学率
MB04 ゴウイェ・モウリデ 6 6 1 6 1 6 = 85.0%
MB08 ゴダグェネ 3 3 1 3 0 0 IDEN就学率
MB12 マリコウンダ・バンバラ 3 3 1 3 0 4 = 88.61%
MB14 ディジラカ 1 3 4 1 4 0 4
MB16 ンドファン 2 2 1 2 0 0
MB17 ファディアル 4 4 1 4 1 4
MB19 ムボディエネ 2 6 6 1 6 1 6
MB21 パッキィ 3 3 1 3 1 4
MB24 コシアネ 3 3 1 3 1 4
小計 21 10 14 45 11 42 7 40
TC01 ティエス市新 1 6 6 1 6 1 6
TC02 サイブ・ンドイェ 3 3 1 3 0 4 州の就学率
TC03 ムボウル 2 3 3 1 3 0 4 = 85.0%
TC04 ルート･デ・ダカール 2 3 3 1 1 1 0 IDEN就学率
TC05 シオナカ・シアポン 3 3 1 3 1 4 = 94.76%

小計 6 12 0 18 5 16 3 18
小計 27 22 14 63 16 58 10 58

TH01 マティル A 6 6 1 6 0 6
TH02 プティ・ムバオ 12 12 1 7 1 6 州の就学率

小計 12 0 6 18 2 13 1 12 = 87.0%
RQ01 ケール・ウンディアエ・ロ 6 6 1 6 1 6
RQ02 ワクハンデ 6 6 1 5 1 4
RQ03 コウノウネ 6 6 1 6 1 6

小計 18 0 0 18 3 17 3 16
小計 30 0 6 36 5 30 4 28

KA03 ケール・ムボウキ 5 1 6 1 4 1 4
KA05 モール・ンディアマ・カ 5 1 6 1 4 0 4
KA07 ムバロコンダ 2 2 1 2 1 0

小計 0 12 2 14 3 10 2 8
NR02 ケール・アイブ・ポスト 6 6 1 2 0 0
NR04 タイバ・ニアセン 2 6 6 1 5 1 4

小計 6 6 0 12 2 7 1 4
KC01 ティオファック 2 6 6 1 6 1 6

フランコ・アラブ 6 3 3 12 1 10 1 6
小計 12 3 3 18 2 16 2 12
KD01 ゲンディアェ 5 6 6 1 6 1 6
KD03 ンドファン 4 6 6 1 6 1 6
KD04 シバソール 3 6 6 1 6 1 6
KD07 ファス・カオーネ 6 6 1 6 1 6
KD08 ビル・バンバラ 3 3 1 1 1 0

小計 0 9 0 9 2 7 2 6
小計 6 9 0 15 3 13 3 12

KB04 ダロウ・モスティ 3 4 1 5 1 4 1 4
KB05 ダロウ・モスティ 4 2 2 1 2 1 0
KB06 ダロウ・モスティ 5 2 2 1 2 1 0
KB07 ゲオール 3 2 2 1 2 1 0

小計 0 10 1 11 4 10 4 4
LN04 リンゲール 6 6 1 6 1 0
LN07 アマドゥ・ラミン・ディア 4 4 1 2 0 0
LN09 ラブガー 5 5 1 3 1 4

小計 6 9 0 15 3 11 2 4
ルーガ LG03 ンディアン・コーレ 3 3 1 3 1 10
小計 6 22 1 29 8 24 7 18

FA01 ファティック市 12 12 1 10 1 10
FA05 ンディオブ 2 6 6 1 5 1 4
FA08 フィメラ 2 6 6 1 6 1 6
FA09 ディアレーレ 2 6 6 1 6 1 6
FA10 ムメダップ 2 2 1 2 0 0
FA11 ラバ・ディエン・ンゴム 2 2 1 2 1 0

小計 30 4 0 34 6 31 5 26
FD04 パッシー 4 3 3 1 3 1 4
FD05 バンダンダール 3 3 1 3 1 4
FD07 ケベコーデ 3 3 1 3 1 4

小計 3 3 3 9 3 9 3 12
GS01 セリン・サーム・ムバッケ 4 4 1 3 1 4
GS08 オマール・ゲイ 3 3 1 3 0 4
GS10 ムスタファ・サール 2 2 1 2 0 0

小計 3 10 5 18 6 17 4 20
小計 36 17 8 61 15 57 12 58

MB01 サンティエ 3 6 6 1 6 1 6

MB05 チェイ・ムババ・ソウ 2 2 4 1 4 0 4
MB06 ティアディアエ 3 6 6 1 6 1 6
MB10 ムボウフォウディ 2 2 1 2 0 0
MB11 サリ 5 5 1 5 1 4
MB13 ガンディガル 5 5 1 2 1 0
MB15 ンディアンダ 6 6 1 6 1 6
MB20 ボウコウ 3 3 1 3 0 4
MB22 コウロウク・セレレ 3 3 1 3 0 0
MB23 ゴダグエン・フィセル 3 3 1 3 1 4
小計 0 32 11 43 10 40 6 34
TD01 カヤル 2 3 3 1 3 1 4
TD04 ディアス・パラム 2 2 1 1 1 0
TD06 ババック 4 4 1 4 1 4
TD08 ンディエフォウン・パル 2 2 1 2 1 0
TD13 ラマーヌ・G・セン 6 6 1 6 1 6

小計 0 13 4 17 5 16 5 14
ティバウアン TV09 ケール・サラ・デルゲウネ 2 2 1 2 1 6
小計 0 47 15 62 16 58 12 54

RQ04 ディアニアディオ 6 6 1 6 1 0
RQ05 セビコタン 6 6 1 2 1 0

小計 12 0 0 12 2 8 2 0
小学校合計 246 217 110 573 125 522 98 478

中学校合計 48 0 0 48 8 41 8 38

総合計 294 217 110 621 133 563 106 516

備考
優先
順位

学校
種別

IA IDEN

13 小学校 ダカール
ルフィスク 2

ティエス県

12 小学校 ティエス

ウンブール

11 小学校 ファティック

ファティック

フンジューニュ

ゴッサス

10 小学校 ルーガ

リンゲール

ケベメール

9 小学校 カオラック

カフリーン

ニオロリップ

カオラック市

カオラック県

8 小学校 ダカール

チャロイエ

ルフィスク 2

7 小学校 ティエス

ウンブール

ティエス市

学校名
コード
No.
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別添３ セネガル側が実施する主要負担事項 

 

1) 建設工事開始に先立ち、計画地の均し障害物の撤去を行う。 

2) 門扉、塀等、外部工事を行う。 

3) 必要に応じて、電気設備、給水設備の整備を行う。 

4) 建設終了までに、必要かつ十分な教員を配置する。 

5) 本計画によって整備する施設・機材にかかる維持・管理に必要な予算・人員を確保す

る。 

6) 日本国内の銀行における銀行口座の開設（B/A)の手数料を負担し、調達代理業務契約

締結（A/A）と併せてこれらの手続きを迅速に行う。 

7) 輸入資機材に対し、迅速な通関手続きおよび免税手続きを行う。 

8) 契約に基づき、提供される役務および機材に対し、セネガル国において課せられる、

関税、国内税およびその他の財政的な義務を免除する。 

9) ソフトコンポーネントにかかりセネガル側で必要となる経費などを負担する。 
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資料－５ 事業事前計画表（概略設計時） 

 

 1. 案件名 

セネガル共和国 小中学校教室建設計画 概略設計調査 

 2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

セネガル共和国（以下「セ」国という）政府は、教育を重要な開発課題の一つに挙げており、
2000 年に策定された｢教育･訓練 10 ヵ年計画（PDEF）」において｢基礎教育の機会均等」、｢教
育の質の向上」および｢効果的な管理体制」の 3点を基本方針とし、2015年までに初等教育の就
学率 100％および 2007年までに前期中等教育の就学率 50％を実現させるため、国家予算の 30％
強を教育分野に割りあてて同分野の改善に取り組んでいる。 
「セ」国での初等教育の全国平均就学率は、1990年代半ばまで 50％強で推移していたが、諸
外国や国際機関の援助による教室建設が積極的に行われたこと、および教育省による教員増強
の努力が功を奏して、1990年代後半からは増加に転じ、2004年には、全国平均で 82.5％に達し
ている。しかしながら、財政的な制約から PDEFの目標である年間 2,500の小学校教室の建設な
らびに年間 500 の中学校教室の建設に対して小中学校 1,250 教室の建設に留まっていることか
ら、更なる日本をはじめとするドナーの支援が求められている。 
今回の要請州であるダカール州は 87.0％で全国平均を上回っているものの激しい人口流入に

より就学率が伸び悩み 1995 年の水準にも達していない州であり、ティエス 85.0％、ルーガ
76.9％、カオラック 56.1％、ファティク 75.3％と全国平均と同等か低い州である。 
一方、初等教育の就学率の向上に伴い、急増する生徒に対応する中学校教室の需要が急激に

高まっている。中学校の就学率は小学校のそれに比べて著しく低く、2004年で 31.9％に過ぎず、
また、1999 年からの小学校の就学率が 14.2 ポイント上昇しているのに対し、9.0 ポイントの上
昇に留まっている。公立の小学校と中学校の数を比較すると、都市部で小学校 5 校に対し中学
校が 1校あるのに対し農村部では 27校に対し 1校という状況であり、都市部では過密教室、農
村部では越境入学が日常化している。これは、受け入れる施設の不足が最大の原因であると考
えられている。 
 本プロジェクトは、ルーガ、カオラック、ファティック、ティエス、およびダカールの 5 州
の小学校、およびダカール、ティエス、カオラックの 3 州の中学校において、教室、校長室お
よび便所を建設することにより、適切な学校運営を可能なものとし、また、衛生的な学習環境
の確立と教育の質の向上を目的とする。また、PDEF の目標である「2015 年までに初等教育の
就学率 100％、および 2007年までに前期中等教育の就学率 50％の実現」に貢献することを目的
とする。 

 3. プロジェクト全体計画概要 

（1）プロジェクト全体計画の目標 
① カオラック州、ルーガ州、ファティック州、ティエス州、およびダカール州において
小学校児童の学習環境が改善（就学機会の拡大、過密教室の解消）される。 

  裨益対象範囲および規模：上記 5州の約 16,000人の児童（2009年） 
② カオラック州、ティエス州、およびダカール州において中学校生徒の学習環境が改善
（就学機会の拡大、過密教室の解消）される。 

  裨益対象範囲および規模：上記 3州の約 2,400人の生徒（2009年） 
（2）プロジェクト全体計画の成果 

① 小中学校の教室、校長室（倉庫付き）及び便所が建設され、教室家具が整備される。
② 協力対象校において学校運営委員会が活性化される。 

（3）プロジェクト全体計画の主要活動 
ア 日本側： ① 小中学校の教室、校長室（倉庫付き）及び便所を建設し、教室家具を整備す

る。 
  ② 各校における学校運営委員会へのソフトコンポーネント活動(技術支援)。 
イ セ国側：学校施設・設備の維持管理体制の確保 
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（4）投入（インプット） 
ア 日本側  ： 無償資金協力 9.96億円 
イ 「セ」国側： 
（ア） 本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：4.4百万円 
（イ） 本無償資金協力案件対象校の教員増加費 ：39百万円／年 
（ウ） 本無償資金協力案件対象施設の維持管理費：3.0百万円／年／314教室 

（5）実施体制 
  主管官庁及び実施機関： 「セ」国 教育省 

 4. 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 
「セ」国カオラック州、ルーガ州、ファティック州、ティエス州、およびダカール州の 68
の小中学校 

（2）概要 
① カオラック州、ルーガ州、ファティック州、ティエス州、およびダカール州において
小中学校の 314教室、56校長室（倉庫付き）、および 288便房の便所の建設 

② ①の教室、校長室に教室家具の整備 
③ 学校運営委員会を対象に学校運営維持管理･衛生環境改善に関する技術指導 

（3）相手国側負担事項 
① 施設案件の実施に当たっては施設の建設に必要な土地を確保すること。 
② その他、状況に応じて、日本側の調査によって必要と認められた場合には、用地の整
地、および用地までの配電、給水、排水、その他の付随的な施設の整備、工事等を行
うこと。 

（4）概算事業費 
概算事業費 10.00億円 （日本側負担 9.96億円、「セ」国側負担 0.04億円） 

（5）工期 
現地調査・詳細設計・入札期間を含めて約 28ヶ月（予定） 

（6）貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 
特になし。 

 5. 外部要因リスク 

 「セ」国内の政情・治安が悪化しない。 

 6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

なし 

 7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標  

項目 2006年（実施前） 2009年（実施後） 
協力対象 60小学校における受入可能児童数 12,197人 22,740人 
協力対象 8中学校における受入可能生徒数 1,748人 2,400人 
協力対象 68小中学校における校長室数 12室 68室 
協力対象 68小中学校における便房数 70便房 358便房 

（2）その他の成果指標 
なし 

（3）評価のタイミング 
2009年以降（協力対象施設竣工後） 
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資料－６ 

ソフトコンポーネント計画書 
 

１．ソフトコンポーネントを計画する背景 

1.1 第 4次小学校建設計画ソフトコンポーネントからの教訓 

  第 4次小学校建設計画の活動の一部としてソフトコンポーネントが組み込まれ、教室

建設と平行して約 3年間にわたって実施された。このソフコンは、学校レベルで施設維

持管理のための組織を設立し、その組織を中心として学校施設維持管理、衛生に関する

啓蒙活動を自発的･継続的に実施する体制をつくることを目的としており、本計画のソ

フコン事業と高い類似性が認められる。 

  第 4次建設計画のソフコンの活動の成果･インパクトは、今年の 1月から 3月にかけ

て実施された「施設維持管理･衛生教育プロジェクト(同ソフコンのプロジェクト評価・

インパクト評価調査)」により評価され、プロジェクト対象校においてコミュニティの

学校に対する関心を高め、彼らを巻き込んだ自発的な施設維持管理･衛生改善活動が継

続的に実施されるなど、高い有効性とインパクトが認められた。一方で、組織そのもの

の制度化にはいたらず、また教育分権化組織（IA及び IDEN）と地方自治体の活動への

関与が弱く面的な広がりにはいたらなかったことが分析されている。 
 
1.2 ソフトコンポーネントの必要性の判断のための住民集会の開催 

  ソフトコンポーネント事業（以下｢ソ｣事業）を含めるかどうかを判断するため、また

必要と判断された場合には適切な実施体制を構築するため、住民集会の開催を通して、

主要な学校関係者（校長・教員、PTA 代表者、コミュニティ代表者など）への聞き取

り調査を行った。 

  聞き取り調査は、教室建設候補 5州の中から、都市部の代表としてティエス州を、農

村部の代表としてファティク州、カオラック州を選定し、各州小学校 1 校、中学校 1

校（小学校 3校、中学校 3校の計 6校＋プレテスト 1校の計 7校）を選び上記に記した

主要な学校関係者に対して実施した。 
 
1.3 「ソ」事業の導入についての結論 

  第 4次ソフトコンポーネントの有効性並びに住民集会の分析を踏まえ、以下の理由に

より今後地域コミュニティ参加による持続的な学校施設の維持管理、学校環境の継続的

改善を実現するためには、「ソ」事業を通した｢学校運営委員会｣の組織能力強化が不可

欠であると判断された。 
 

• 組織的且つ継続的な学校インフラ・施設維持管理を自主的に実施するためには、学校
レベルで、その中心となって活躍する組織･体制が必要である。 

• しかしながら、2006年 6月現在、地方分権化のもと中心組織として位置づけられてい
る「学校運営委員会」は、あくまで一時的な組織という認識に止まっており、組織と
して脆弱である。 

• 学校施設維持管理･衛生計画策定･実施のプロセスは、特に小学校において、計画性が
あまり見られず、組織だった活動が効果的に実施されていない。 
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２．ソフトコンポーネントの目標 

 第 4次でのソフトコンポーネントの評価及び住民集会の結果を反映し、「ソ」事業の上

位目標、プロジェクト目標を以下のように定める。 
 
上位目標 

（1） 「学校運営委員会」が継続的に機能し、コミュニティが主体的に学校活動に参加し、学校施設維持
管理･衛生環境改善が自主的に行なわれる。 

（2） コミュニティ関係者が、学校を自分たちの学校と感じられる（学校へのオーナーシップが醸成され
る）。 

プロジェクト目標 

（1） 「学校運営委員会」のリーダーシップを通して、主体的な学校施設維持管理･衛生活動が実施され
る。 

（2） 学校に対するコミュニティの興味・関心が高まり、学校の施設維持管理･衛生活動への参加が増加
する。 

 
３．ソフトコンポーネント成果 

3.1 「ソ」事業の成果 

  第 4次でのソフトコンポーネントの評価住民集会の結果を反映し、「ソ」事業の上位

目標、プロジェクト目標、及び成果を以下のように定める。 
 
期待される成果 

（1） 研修マニュアル一式（キックオフ及び計画策定･実施ワークショップ用マニュアル、及び便所使用･清
掃方法マニュアル）が作成される。 

（2） 学校運営委員会が組織され、継続的に運営される。 

（3） 学校運営委員会により、学校施設維持管理･衛生活動の計画が策定される。 

（4） 学校運営委員会のリーダーシップを通して、上記計画に基づき、具体的な活動が実施される。 

（5） 以上の活動の教訓を反映した「学校施設維持管理･衛生活動マニュアル」が作成される。 

 
3.2 プロジェクトの対象 

  プロジェクトの対象は、カオラック、ファティック、ティエス、ダカールの 4州の教

室建設対象小中学校(約 50 校)とする。なお、ルーガ州では、本ソフトコンポーネント

事業と同様に学校運営委員会の自主的な学校改善活動が実施されることを目標とする

「教育環境改善プロジェクト」の実施が予定されており、ルーガ州は重複を避けるため

対象外とする。 
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3.3 効果的なプロジェクト目標達成のための戦略･アプローチ 

 「ソ」事業の効果的な目標達成のため、以下の 5つの戦略･アプローチをとる。 
 

(1) コミュニティ・保護者オーナーシップ・関与を高める方策 
 学校関係者が集まる機会を増やし、その繰り返しが、組織としてのまとまり・組織力の強化につな
がる。（例：定期的な集会の実施） 

(2) 地方自治体・地方教育行政官事務所（IA及び IDEN）の参加を促す体制造り 
 今後の地方分権化の成否を担う地方自治体及び地方教育視学官事務所（IA・IDEN）の参加を促す
組織造りを行う。 

(3) モニタリングを通したきめ細かいサポート 
 学校関係者が｢おらが学校｣と感じられ、且つ適切な活動が取れるよう、ワークショップのみならず
学校活動実施中のモニタリングを重視する。 

(4) 学校による発表・情報・経験の共有を通したモチベーションの向上及びアイディアの創出 
 学校間での経験の発表、競争は、関係者に大きな刺激を与え積極的に参加する誘因となる。このた
め、学校間で経験を共有できる機会を設け活動の継続性を強化する。 

(5) 技プロとの連携 
 セネガル政府、JICAその他の援助機関と足並みをそろえ、｢学校運営委員会｣を学校運営の中心組織
として位置づけ、その実施体制を考える。また、本事業の成果品･ノウハウ（学校施設維持管理･衛
生活動マニュアル等）を同時期に始まるルーガ州での「教育環境改善プロジェクト」で共有する。

 

４．成果達成度の確認方法 

4.1 活動内容及び成果達成度の確認方法 

  上位目標及びプロジェクト目標･成果を達成するため、上述のアプローチを勘案し、

以下の活動並びに達成度確認のための指標を抽出した。 
 

活動 達成度確認のための指標 

成果１： 訓練マニュアル一式が作成される。  

（1） ソフコン実施機関が、一連の訓練マニュアル*1を作成する。 
*1： 訓練マニュアルには「キックオフワークショップ用マニュ

アル、計画策定･実施ワークショップ用マニュアル、及び便
所使用･清掃方法マニュアル」を含む。 

• 一連の訓練マニュアル 

成果２： 学校運営委員会が組織され、継続的に運営される。  

（1） ソフコン実施機関が、対象学校の現状分析を行なう。 • インパクト調査報告書 

（2） ソフコン実施機関が州（IA）レベルで、対象学校代表に対する
キックオフワークショップを実施する。 

• 対象州でのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催 
（州モニターによる報告書) 

（3） 対象校が関係者を含む総会を開催し、プロジェクトの目的や学
校運営委員会等についての説明会を行なう。 

• 総会議事録 

（4） 対象校が「学校運営委員会」を設立し会議議事録を取りまとめ
る。 

• 学校運営委員会メンバー表 

（5） 対象校が関係者を含む総会を開催し「学校運営委員会」のメン
バーを決める。 

• 学校運営委員会メンバー表 

（6） 学校運営委員会メンバーを中心とする地域住民が、教室建設期
間中、定期的に施工進捗状況等の報告を受け、また施工状況の
見学を実施する。 

• 施工進捗状況説明集会の回数
 （州モニターによる報告書）

（7） 学校運営委員会メンバーを中心とする地域住民が、建設中の教
室見学を実施する。 

• 教室見学の回数 
 (モニターによる報告書) 

（8） 学校運営委員会が定期的な集会を実施し、その際会議議事録を
取りまとめる。 

• 学校運営委員会会議議事録 
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活動 達成度確認のための指標 

成果３： 学校運営委員会により、学校施設維持管理･衛生活動計画が
策定される。 

 

（1） ソフコン実施機関が、今後の一連の研修に必要な技術を、ソフ
コン監理によるブリーフィングを通して修得する。 

• ブリーフィング資料 

（2） ソフコン実施機関が、学校施設維持管理･衛生計画策定･実施に
関する研修教材を作成する。(成果 1参照) 

• 計画策定･実施マニュアル 

（3） ソフコン実施機関が、学校運営委員会(代表者)に対して「学校
施設維持管理･衛生計画策定・実施ワークショップ」を実施す
る。 

• 対象県でのワークショップ
の開催 

 (州モニターによる報告書) 

（4） 学校運営委員会が、学校関係者に対し｢学校施設維持管理･衛生
活動計画策定･実施ワークショップ｣を実施する。 

• 学校運営委員会によるワー
クショップ開催 

 (州モニターによる報告書) 

（5） その結果を踏まえて、対象校全ての学校運営委員会が、｢学校
施設維持管理･衛生活動計画｣を策定する。 

• 対象学校の｢学校施設維持管
理･衛生活動計画｣ 

（6） ソフコン実施機関が、対象校の計画策定についてのアドバイス
を実施する。 

• 州モニターによる報告書 

成果４： 学校運営委員会のリーダーシップを通して、上記計画に基
づき、具体的な活動が実施される。 

 

（1） 学校運営委員会を中心として、地域住民が、｢学校施設維持管
理･衛生活動計画｣に沿って活動を実施する。 

• 州モニターによる報告書 

（2） ソフコン実施機関が、対象校で「便所使用･清掃方法」を、ワ
ークショップを通して実施する。 

• 州モニターによる報告書 

（3） ソフコン実施機関が、対象校による学校施設維持管理･衛生計
画に基づいた活動実施、便所の使用･清掃状況のモニタリン
グ・アドバイスを行なう。 

• 州モニターによる報告書 

（4） 学校運営委員会を中心として、対象校が、中間評価として自己
評価を行なう。 

• 州モニターによる報告書 

（5） ソフコン実施機関が、IDEN レベルで対象校に対して情報共有
を目的に活動中間発表会を実施する。 

• 対象県での活動中間発表会
開催 

 （州モニターによる報告書）

（6） 学校運営委員会が、自ら終了時評価を実施し、その評価をもと
に次のサイクルの活動計画を策定する。 

• 対象校の｢学校施設維持管
理･衛生活動計画｣ 

成果５： 以上の活動の教訓を反映した「学校施設維持管理･衛生活動
マニュアル」が作成される。 

 

（1） ソフコン実施機関が、｢学校施設維持管理･衛生活動マニュア
ル｣を策定する。 

• ｢学校施設維持管理･衛生活
動マニュアル｣ 
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4.2 各ステークホルダーの役割の整理 

  上記の業務実施フローに沿って、本ソフトコンポーネント実施にかかる各ステークホ

ルダーの役割を下に取りまとめる。 

ソフコンの主要ステークホルダーの役割一覧 

ステークホルダー名 具体的活動内容 

資金管理者 • ソフコン実施機関より定期的に進捗報告を受け（建設進捗報告活動及び学校
活動報告）ソフコン監理者による活動実施確認後、定期的に支払いを行なう。

入札管理者 • 公示・プロポーザル選定・契約までのプロセスの責任を持つ。 
ソフコン監理 
(現地庸人) 

• 自身によるモニタリング並びにソフコン実施機関より定期的に進捗報告を受
け（建設進捗報告及び学校活動報告）、ソフコンの活動全体の進捗を管理す
るとともに、技術サポートを行う。 

• また、ソフコン実施機関への支払いについては、上記資金管理者及び本邦技
術者に報告をし、支払い手続きを円滑化する。 

調
達
代
理
機
関 

ソフコン管理 
（本邦） 

• 入札管理者への技術的サポート(技術プロポーザルの評価等)を行なう。 
• 契約内容の確認を行なう。 
• ソフコン実施体制・内容を確定する。 
• 委託先のソフコン実施機関に対して、技術移転(計画策定･実施ワークショッ
プの技術移転)のブリーフィングを行なう。 

• 委託先のソフコン実施機関による現状調査の技術サポートを行なう。 
• 学校施設維持管理･衛生計画策定・実施についての技術的アドバイスを行な
う。 

• 一連の訓練マニュアル策定の技術的サポートを行なう。 
全体統括者 
(ダカール) 

• モニタリング要員からの毎月の活動報告を取りまとめ、ソフコン管理現地担
当者へ報告する。 

• 建設進捗報告会,学校活動の状況をモニタリングし定期的に資金管理者に報
告する。 

• 対象校の現状調査を行なう(質問票作成も含む)。 
• 一連のソフコン実施に必要な研修マニュアル（キックオフ・計画策定ワーク
ショップ用マニュアル及び便所使用･清掃マニュアル）を作成する。 

• 各対象州でのキックオフワークショップの準備並びに実施を行なう。 
• 一連の技術移転研修（計画策定･実施ワークショップのブリーフィングなど）
を受講する。 

• 学校活動計画策定・実施ワークショップの準備･実施を行なう。 
• モニタリング要員による便所使用･清掃についての学校レベルでの研修のサ
ポートを行なう。 

• 学校活動のモニタリングを行なう。 
• 活動中間発表会の準備を行なう。 
• インパクト調査を実施する。 
• 学校施設維持管理･衛生活動マニュアルを作成する。 
• 最終報告書を取りまとめ、ソフコン管理者に提出する。 

ソ
フ
コ
ン
実
施
委
託
機
関 州モニター 

(対象州) 
• 一連の技術移転研修（計画策定･実施ワークショップのブリーフィングなど）
を受講する。 

• 一連のソフコン実施に必要なマニュアル（キックオフ・計画策定ワークショ
ップ用マニュアル及び便所使用･清掃マニュアル）の作成サポートをする。 

• 毎月活動レポートを作成し、統括者へ提出・報告する。 
• キックオフワークショップ準備・開催のサポートを行なう。 
• 対象州における対象学校の学校運営委員会設立のサポートを行なう。 
• 地域住民に対する定期的施工進捗報告会の概要について報告を受け、統括者
へ伝える。 

• 県レベルでの学校施設維持管理･衛生計画策定・実施ワークショップの準備並
びに実施を行なう。 



- 124 - 

ステークホルダー名 具体的活動内容 

ソ
フ
コ
ン
実
施
委
託
機
関 

州モニター 
(対象州) 

• 対象学校の学校活動計画策定のサポートを行なう。 
• 各対象校で、便所の使用･清掃方法のワークショップを実施する。 
• 学校施設維持管理･衛生活動計画実施のモニタリング、アドバイスを行なう。
• 学校による中間評価・自己評価実施のサポートを行なう。 
• 活動中間発表会の準備並びに実施を行なう。 
• 対象学校での終了時評価・次のサイクルの計画策定のサポートを行なう。 
• インパクト調査を実施する。 
• 学校施設維持管理･衛生活動マニュアル策定のサポートを行なう。 

対象校の校
長・教員代表 

• 対象校の校長、教員代表、PTA 代表が、キックオフワークショップに参加す
る 

• 対象コミュニティで総会を開き、キックオフワークショップで学んだことを
参加者に伝えた上で、学校運営委員会を設置・メンバー確定する。 

• 定期的集会を開催し、議論内容･決定事項を会議議事録に記録する。 
• 建設コンサル・業者により開催される「建設進捗報告会」に参加する。 
• 学校施設維持管理･衛生活動計画策定・実施ワークショップに参加する。 
• 学校施設維持管理･衛生活動計画策定･実施ワークショップで学んだノウハウ
を活用し、地域住民参加のプロセスをとりながら、ワークショップ形式で、
「学校施設維持管理・衛生活動計画」を策定する。 

• リーダーシップを取り地域住民の参加を促しながら、上記計画を実施する。
• 便所使用･清掃方法についてのワークショップをモニター要員より受講し、学
校内で啓蒙活動する。 

• 実施期間中に、中間評価・自己評価を行なう。 
• 中間発表会に参加し、自分の学校の学校施設維持管理･衛生活動内容、活動進
捗等を発表し、意見交換する。 

• ソフコン期間終了時、終了時評価を行い、次の計画サイクルを計画する。 

学
校
運
営
委
員
会 教員・親・ 

ｺﾐｭﾆﾃｨ代表 
• 対象コミュニティの総会に参加し、校長の説明を聞いたうえで、学校運営委
員会のメンバーを選定する。 

• 建設コンサル・業者におり開催される「建設進捗報告会」に参加する。 
• 教室建設期間中、学校運営委員会メンバーとともに、定期的に見学･モニタリ
ングを行う。 

• 校長・教員によって開催される学校施設維持管理･衛生活動計画策定・実施ワ
ークショップに参加し、計画作りに参画する。 

• 計画に沿って活動に参加・実施する。 
• 活動中間評価(自己評価)に参加する。 
• 校長らの参加する中間発表会のフィードバックを受ける。 
• 終了時評価を行い、次のサイクルの学校施設維持管理･衛生活動計画を策定に
参画する。 

IA・IDEN • 技術移転ブリーフィングへの参加 
• キックオフ・計画策定実施ワークショップに参加･技術サポート 
• 学校関係者による建設中教室の見学･集会活動の技術サポート 
• 学校活動実施に関する技術サポート及びモニタリング 
• 中間発表会への参加及び技術サポート 
• 終了時評価への参加及び技術サポート 
• 学校施設維持管理・衛生活動マニュアルの技術サポート 

地方自治体 • 技術移転ブリーフィングへの参加 
• キックオフ・計画策定実施ワークショップに参加･技術サポート 
• 学校関係者による建設中教室の見学･集会活動の技術サポート 
• 学校活動実施に関する技術サポート及びモニタリング 
• 中間発表会への参加及び技術サポート 
• 終了時評価への参加及び技術サポート 
• 学校施設維持管理・衛生活動マニュアル作成の技術サポート 
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4.3 現状調査及び主要ワークショップの内容（案） 

  期毎（第 I～II期）に、下に示すように 3種類のワークショップ･発表会を実施する。 

Ⅰ．現状調査及びインパクト調査(案) 

実施時期 プロジェクト開始より 2ヵ月以内とプロジェクト終了 2ヶ月前 

目的 1. 学校の施設維持管理･衛生環境の対象地域での現状を定量的･定性的に測定し、ソ
フコンの終了時に実施するインパクト調査とあわせて、事業自体の有効性を把握し、
今後のプロジェクトの進め方の分析に資する。 

実施者 ソフコン実施機関（NGO） 

調査対象 サンプリングした対象学校（ティエス州、ファティク州、カオラック州） 

調査手法 質問票調査、観察調査 

主な調査内容 • 定量的調査項目：学校施設維持管理計画の有無、学校運営委員会の有無･活動記録、
施設修繕実績、PTA会費徴収率、就学者数、退学者数、学校清掃の頻度など 

• 定性的調査項目： 教員･校長･生徒･コミュニティ･親の学校への態度、生徒の外見
の清潔さ、学校の清潔さなど 

 
Ⅱ．キックオフワークショップ(案) 

場所 対象州で 1回ずつ実施 

開催時期 プロジェクト開始より約 3ヵ月後 

期間 1日間 （9：00～17：00） 

目的 1. セネガル国における教育セクターの地方分権化の流れを把握し、それに伴う地
方・学校レベルの役割（例えば学校運営委員会の役割）を確認する。 

2. 教室建設プロジェクトの全体像を理解する。 
3. 自治体レベル・地方教育行政官レベル・学校レベルでの活動内容･それぞれの役割
を理解･把握する(例えば、学校レベルでは建設教室見学･集会、学校施設維持管理･
衛生活動計画作り・実施など)。 

参加者 対象州の IA5、対象県の IDEN12、対象学校各 3名：校長・教員代表、PTA代表 

主な活動内容 • 教育セクターの地方分権化の流れ 
• 学校運営委員会及びその期待されている役割の確認 
• メンバーの選出（適切な人材の選定）（president, secretary, tresorierなど） 
• プロジェクトの枠組み 
• その枠組みで今回やろうとしていること（目的・活動内容） 
• 建設教室見学・集会でやるべきこと 
• 宿題（各学校での CGEの設立）（存在しない学校は総会を開いてもらい、適切な
プロセスを経て選出してもらう） 
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Ⅲ．計画策定・実施ワークショップ(案) 

場所 対象県で 1回ずつ実施 

開催時期 プロジェクト開始より約 4ヵ月後 

期間 1日間 （9：00～17：00） 

目的 1. 「学校施設維持管理･衛生活動計画」の策定の目的・重要性を認識する。 
2. 「学校施設維持管理･衛生活動計画」の策定方法を理解する。 
3. 「学校施設維持管理･生成活動計画」の実施方法を理解する（特に財務管理につい
て） 

参加者 対象 IA5、対象県 IDEN12、対象学校各 4名：校長・教員代表、PTA代表、地域代表
者） 

主な活動内容 • 学校活動計画策定の目的 
• 計画策定のプロセスの説明 
• 計画策定の手法（活動の identifyの仕方、参加者、費用など） 
• ロールプレイを通して、全てのプロセスをとりながら、仮につくってみる（PCM
手法を用いて） 

• 計画実施の手法（特に財務管理） 
 
Ⅳ．活動中間発表会(案) 

場所 対象県で 1回ずつ実施 

開催時期 プロジェクト開始より約 9ヵ月後 

期間 1日間（9：00～17：00） 

目的： 1. 学校関係者が学校活動計画の内容・進捗を取りまとめる能力を身につける。 
2. 学校関係者が学校活動計画の内容・進捗を発表しあい、お互いの経験を学ぶ。 

参加者 対象 IA5、対象県 IDEN12、対象学校各 4名：校長・教員代表・PTA代表、地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ代表） 

具体的活動内容 各学校が自らの学校の活動内容、進捗、成果、実施手法、アイディア、コミュニティ
の変化・インパクトなどを発表しあい、お互い切磋琢磨する。お互いのいいと思うア
イディアを採用する。 
参加者が他の学校を評価して、優劣を競う(自分の学校には投票しないこと) 

 
５．ソフトコンポーネントの活動内容(投入計画) 

5.1 実施体制 

  下に、主要ステークホルダーを含むソフトコンポーネント事業の実施体制を示す。図

に示すように、ソフコン実施機関を中心として地方レベルのアクター（IDEN、地方自

治体）がソフコン事業を実施し、彼らの活動をソフコン監理を中心とする調達代理機関

がモニターするという体制を取る。 
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親・コミュニティ 

調達代理機関（JICS） 

ソフコン実施機関 

 

 

学 校 

ソフコン監理 

全体統括者(ﾀﾞｶｰﾙ) 

モニター要員 

 (州レベル) 
モニター要員 

 (州レベル) 

モニター要員 

 (州レベル) 

定期的進捗報告 

･ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ実施(技術移転) 

・教材作成サポート 

・活動進捗監理, etc. 

定期的進捗報告 
・ｷｯｸｵﾌ、計画策定･実施ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施

・活動進捗監理(ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ) 

・助言・アドバイス 

・中間発表会の実施 

・･終了時評価 

IDEN 地方自治体 

モニタリング・サポート モニタリング・サポート 

教室見学･

集会活動 

学校改善

活動 

協力関係 協力関係 

学校運営委員会 

(コミュニティ代表者) 

・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ用教材（ｷｯｸｵﾌ･計画策定）作成 

・学校施設維持管理・衛生活動ﾏﾆｭｱﾙ作成 

 
 

図：ソフトコンポーネント実施体制 

 

5.2 投入計画 

(1) ソフコン監理 

  ソフコン監理には、邦人コンサルタントと現地庸人をそれぞれスポットで配置する。 

  ソフコン委託機関の活動の質･効果を担保するために適宜技術サポート及びモニタリ

ングを行うことを主要な活動とする。邦人コンサルタントと現地庸人は、お互いに密な

コミュニケーションを取り、ソフコン実施期間全体にわたり、継続的にソフコン委託機

関に対する技術サポート及びモニタリング活動を行なう。 

  邦人コンサルタントがソフコン委託機関への技術移転及び主要な活動（州･県レベル

でのワークショップ、中間評価発表会、終了時評価）時の技術サポートを受け持ち、そ

れを受けて現地庸人が、これら技術移転･技術サポートを受けたソフコン委託機関の活

動実施の品質の担保にかかるモニタリング実施、必要であれば追加的技術サポートを行

う。 

  ソフコン監理（邦人コンサルタント）とソフコン監理補助（現地庸人）それぞれの配

置期間及びその活動内容を下の表にまとめる。 
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ソフコン監理（邦人コンサルタント） 

 活動内容 
国内調査 
配置期間 

現地調査

配置期間

入札指導（応札組織提出の技術プロポーザル、見積の審査） 4  

ソフコン活動の委託先へのブリーフィング準備 
1. 活動目的･活動内容把握･必要技術の把握と整理 
2. ソフコン実施機関が作成することになる一連のガイド･マニュア
ルのたたき台の整理 

3. 現状調査概要及び手法のとりまとめ 

 
3 
3 
 

2 

 
第
1
次
国
内
調
査 

小計 12(0.4M/M)  

往復（東京→ダカール→東京）  5 

ブリーフィングワークショップの開催 
1. 活動目的･活動内容把握･必要技術の把握と整理 
2. 一連のガイド･マニュアル作成にかかる技術サポート 
3. 現状調査概要及び手法についての技術サポート:調査指標の抽出、
質問表作成指導、調査方法指導 

  
3 
5 
3 

現状調査実施モニタリング（1日×4州）  4 

キックオフワークショップ実施準備にかかる技術サポート(第 1期)  4 

キックオフワークショップ実施にかかるモニタリング(第 1 期)(1 日×4
回) 

 4 

ソフコン実施者による活動報告書の分析･整理  2 

第
1
次
現
地
調
査 

小計  30(1.0M/M)

学校施設維持管理･衛生活動計画内容の分析(第 1 期)（対象学校の計画
内容のレビュー、分析）(1日×4県) 

4  

学校施設維持管理･衛生活動計画実施状況の把握(第１期) 2  

学校施設維持管理･衛生活動計画内容並びに実施状況についての技術サ
ポート及びフィードバック(第 1期) 

3  

第
2
次
国
内
調
査 小計 9(0.3M/M)  

往路（東京→ダカール→東京）  5 

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 1期) (2日/県×4県+移動 3
日) 

 11 

キックオフワークショップ等活動準備にかかる技術サポート（第 2期）  3 

中間評価(発表会)実施にかかる技術サポート(第 1期)  3 

中間評価発表会への参加とソフコン委託機関へのモニタリング(第 1
期)(参加を通して全体の活動進捗を把握し、必要に応じてソフコン委託
機関へ技術サポートを行う) （1日/県×4県＋移動 2日） 

 6 

ソフコン実施者による活動報告書の分析･整理  2 

第
2
次
現
地
調
査 

小計  30(1.0M/M)

往路（東京→ダカール→東京）  5 

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 1 期及び第 2 期) （モニタ
リング対象地域をサンプリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実
施機関の活動状況を把握し、必要があれば技術サポートを行う。）(1
日/県×4県) 

 4 

終了時評価準備にかかる技術指導及び終了時評価セミナーへの参加(第
1期) 

 2 

学校施設維持管理･衛生活動計画内容の分析並びに中間評価発表会への
参加及びモニタリング(第 2期) 

 2 

ソフコン実施者による活動報告書の分析･整理  2 

第
3
次
現
地
調
査 

小計  15(0.5M/M)
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 活動内容 
国内調査 
配置期間 

現地調査
配置期間

往路（東京→ダカール→東京）  5 

対象学校の活動実施状況のモニタリング・終了時評価への参加･モニタ
リング(第 2 期)（モニタリング対象地域をサンプリング、学校訪問･事
務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必要があれば技術
サポートを行う。）  
(1日/県×5県+移動 2日) 

 7 

ソフコン実施者による活動報告書の分析･整理  2 

学校施設維持管理･衛生活動マニュアル策定にかかる技術サポート  3 

最終報告書作成にかかる技術サポート  2 

ソフコン完了報告書作成  2 

第
4
次
現
地
調
査 

小計  21(0.7M/M)

 総計 21日
(0.7M/M) 

96日
(3.2M/M) 

 

ソフコン監理補助（現地庸人） 

 活動内容 
現地調査 
配置期間 

入札説明(関心表明した機関への対応･説明) 3 

入札補助(ソフコンの入札プロセス全体の技術サポート) 9 
第1次 
現地 
調査 小計 12(0.4 M/M)

ソフコン実施機関による学校関係者への研修活動のモニタリング(第 1 期)（ソフ
コン委託機関が実施する学校レベルでの研修活動に参加し、活動状況を把握、必
要があれば技術サポートを行う。） (1 日×4 県+移動及びレポート取り纏め 2
日) 

6 

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 1 期)（モニタリング対象地域の学校
訪問･NGO事務所を訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必要があれ
ば技術サポートを行う。）（1日/学校×17校+移動日及びレポート取り纏め 4日） 

21 

ソフコン実施者の活動報告書の分析･整理 3 

第2次 
現地 
調査 

小計 30(1.0M/M)

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 1期) （モニタリング対象地域をサン
プリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必
要があれば技術サポートを行う。）(1日/学校×10校+移動及びレポート取り纏め
2日) 

12 

ソフコン実施者の活動報告書の分析･整理 3 

第3次 
現地 
調査 

小計 15(0.5 M/M )

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 1期) （モニタリング対象地域をサン
プリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必
要があれば技術サポートを行う。）(1 日/学校×8 校+移動及びレポート取り纏め
1日) 

9 

ソフコン実施機関による学校関係者への研修活動のモニタリング(第 2期) （ソフ
コンが実施する学校レベルでの研修活動に参加し、活動状況を把握、必要があれ
ば技術サポートを行う。）(1日×8県+移動及びレポート取り纏め 1日) 

9 

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 2期) （モニタリング対象地域をサン
プリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必
要があれば技術サポートを行う。）(1 日/学校×8 校+移動及びレポート取り纏め
1日) 

9 

ソフコン実施者の活動報告書の分析 3 

第4次 
現地 
調査 

小計 30(1.0 M/M )
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 活動内容 
現地調査 
配置期間 

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 2期) （モニタリング対象地域をサン
プリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必
要があれば技術サポートを行う。）(1日/学校×10校+移動及びレポート取り纏め
2日) 

12 

ソフコン実施者の活動報告書の分析･整理 3 

第5次 
現地 
調査 

小計 15(0.5 M/M )

対象学校の活動実施状況のモニタリング(第 2期) （モニタリング対象地域をサン
プリング、学校訪問･事務所訪問し、ソフコン実施機関の活動状況を把握し、必
要があれば技術サポートを行う。）(1日/学校×10校+移動及びレポート取り纏め
2日) 

12 

ソフコン実施者の活動報告書の分析･整理 3 

第6次 
現地 
調査 

小計 15(0.5 M/M)

 総計 117日 
(3.9 M/M ) 

 

(2) ソフコン実施機関 

  ソフコン実施機関には、統括者として 1名、州モニター要員として、ティエス州、フ

ァティク州、カオラック州に 1名ずつの計 4名を配置し、ダカール州は、ティエス州へ

配置された州モニターが兼轄する。活動工程については、事業実施工程計画表を参照の

こと。 

(3) ソフコンの実施工程と投入計画 

  下の図に、ソフコンの実施工程とソフコン監理（邦人コンサルタント及び現地庸人）

及びソフコン実施機関の配置計画を示す。 

ソフトコンポーネント実施のための配置計画 
暦年

項目 暦月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
通月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

契約

（日本人） 人数

ソフコン管理 1

（現地雇用） 人数

ソフコン管理補助 1

州ﾓﾆﾀｰ（ｶｵﾗｯｸ州）（1名）           （第1期）

州ﾓﾆﾀｰ（ﾌｧﾃｨｸ州）（1名）            （第2期）

州ﾓﾆﾀｰ（ﾃｨｵｽ&ﾀﾞｶｰﾙ州）（1名）  （第2期）

第2期ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの実施

第2期活動実施・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

学校施設維持管理・
衛生活動マニュアル作成

ソフコン委託機関

2009年2008年

統括者（1名）

ｿﾌｺﾝ事業全体準備
（現状調査、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ準備、教材作成等）

第1期ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの実施

第1期活動実施・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

第2期活動準備

2007年

5,00

7,00

3,50

3,50

5,50

5,50

1,00 3,50

2,00

1,00

2,00

1,50

2,00

2,00

2,00

2,00

1,00

2,00

0.50 1.00 1,00 1,00

1,00 1,000,50 0,50 0,500.50

0.50 0.50

第1次国内調査 第1次現地調査 第2次国内調査 第2次現地調査 第3次現地調査 第4次現地調査

第1次現地調査 第2次現地調査 第3次現地調査 第4次現地調査 第5次現地調査 第6次現地調査

中間期間 終了時評価

中間期間 終了時評価
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６．実施リソースの調達方法（ローカルリソースについての情報） 

 ローカルリソースの能力、調達(入札)方法、及び選定基準についてまとめる。 

6.1 ローカルリソースの能力についての情報 

  セネガル教育セクター、特にコミュニティへのキャパシティビルディングを行ってい

る援助機関、 (USAID、UNICEF、CIDA、JICAなど)からの情報を得て、6つの NGO、

コンサルティング会社 2 社、個人コンサルタント(1 人)にコンタクトを取り、質問票調

査、聞取り調査を実施した。 

  住民参加型プロジェクトのローカルリソースへの委託について、多くの援助機関がこ

れまでコンサルタント会社、個人コンサルタントを使った実績はほとんどなく、主とし

て NGOを活用して活きた。その理由を以下に纏める。 
 

1) NGO（Non profit）に対してコンサルタント会社はコストが高い。 
2) コミュニティの social mobilisation, sensibilisation, alphabetisationなどのソフトな内容のプロジェク
ト実施のノウハウは NGOのほうにより集約されている。 

3) ローカルエリアの Reseauを NGOのほうが持っている。地方レベルでの情報収集力、現場での活
動実施能力は NGOのほうが優れている。 

4) 現場ベースの仕事の進め方は NGOのほうがノウハウを持っており、優れている。 
 

  以上の結果から、委託先はコミュニティへのキャパシティビルディングにノウハウを

持つ NGOが妥当であり、NGOの指名入札とする。 
 

6.2 選定プロセスについて 

  教育省 (DAGE、UCP)、援助機関（UNICEF、USAID、BAD）より Appel d’Offreの進

め方についての情報を入手した。それに基づいて、基本的な入札のプロセスを下のボッ

クスにまとめる。 

通常の入札プロセス 

1) 関心表明書の提出依頼 
2) 関心表明した組織の詳細な検討：ショートリストの作成（最低 3つから最大 6つを選ぶ） 
3) プロポーザルの作成依頼（技術プロポーザルと見積もり）：通常 30日から 45日与える。 
4) 技術プロポーザルを開き、技術プロポーザルと見積もりの内容に基づくセレクション 
5) 評価コミッティの設立・評価をとおして 1組織を選定。 

 

6.3 選定基準について 

  基本的な選定方法は、ショートリストに残った組織に対してプロポーザル（技術プロ

ポーザル及び見積もり）の作成依頼する。 

  技術プロポーザルで 100点満点中 75点以上をとった組織（機関）をすべて取り上げ

見積もりを開き、技術プロポーザルと見積もりの合計点が一番高いところが契約交渉す

る権利を持つことになる。 

  参考までに、技術プロポーザルの点数配分を以下に示す。 
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技術プロポーザルの配点（教育省プロジェクト） 

組織の類似経験 8 

TORに沿った具体的活動方法・活動方針（プロポーザル内容） 25 

評価対象者の能力・経験・資格 60 

実施スケジュール 7 

合計 100 

出典： Ministere de l’Education,(DAGE) (2003) Demande de Proposition 
no. 2002/07 ‘Service s de Consultants pour le Developpement et la 
Mise en oeuvre d’Applications de Gestion Integree’ 

 

７．ソフトコンポーネントの実施工程 

7.1 ソフトコンポーネントの主要な活動の流れ 

  ソフトコンポーネントの主要な活動の流れを下の図にまとめる。実施工程は、先の「5,

ソフトコンポーネントの活動内容(投入計画)」の「5.2 投入計画」を参照のこと。 
 

 
 

ソフコン実施機関による対象校への技術移転 

対象校による学校施設維持管理･衛生活動計画の策定 

対象校による学校施設維持管理･衛生活動の継続 

対象校による活動の中間自己評価・情報交換のための発表会の実施

対象校による学校施設維持管理･衛生活動計画の実施 

対象校による活動の評価・次のサイクルの計画策定 

学校施設維持管理･衛生活動マニュアル策定 

ソ
フ
コ
ン
実
施
機
関
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動 

ソ
フ
コ
ン
監
理
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動 

ソフコン監理によるソフコン実施機関へのﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ 

 
 

7.2 活動フロー 

  建設計画は、全体工程表に示したように大きく 3期に分けて実施される。一方、ソフ

トコンポーネント事業は建設開始から終了後の活動・モニタリングを含めて 1サイクル

の活動としているが、第 3期対象校に対しては建設終了後の活動期間がないため、前 1、

2期と同様な活動ができない。これを解消するため、全体を 2期に分け、建設計画の 2

期、3期対象校は第 2期にまとめて実施する。下図に、ソフトコンポーネント事業の全

体活動フローを示す。第 2期については、第 1期が終了（終了時評価及び次年次の計画

策定）後、再び上に戻り、「対象学校代表へのキックオフ開催」から繰り返される。そ

して、2期が終了した段階で、「学校施設維持管理･衛生活動マニュアル」完成と共に全

体取り纏めを行う。 

 



調達代理機関（JICS） ソフコン実施機関（NGO) 学校運営委員会 分権化組織

資金管理 入札監理
ソフコン管理

(本邦）
全体統括者
（ﾀﾞｶｰﾙ）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ要員
（州ﾚﾍﾞﾙ）

校長・教員
代表

親・コミュニティ
代表

IDEN/IA 地方自治体

プロポ公示 技術サポート

プロポ審査 技術サポート

内容確認

契約 契約

技術移転ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ受講 技術移転ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞへの参加

一連のワークショップの教材作成準備

技術サポート 現状調査実施

キックオフワークショップ準備

キックオフワークショップ開催 キックオフワークショップへの参加

総会開催

学校運営委員会設置

学校運営委員会による
集会開催

教室見学・集会に関する
ワークショップ開催

モニタリング
技術サポート

進捗把握 進捗把握

計画策定・実施ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ準備

モニタリング

計画策定・実施ワークショップ開催

計画策定・実施
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施

報告 報告 報告 技術サポート 計画策定

計画修正

報告 報告 技術サポート 活動実施 学校活動モニタリング

技術サポート 自己評価 自己評価への参加

活動中間発表会開催準備

報告 モニタリング

活動中間発表会開催 中間発表会への参加

フィードバック

報告 報告 技術サポート 活動実施（継続） 学校活動モニタリング

終了時評価 終了時評価への参加

報告 モニタリング 報告 技術サポート

次のサイクルの計画策定

インパクト調査実施

インパクト調査報告書作成

報告 マニュアル作成の技術補助 技術サポート

図　活動実施フロー（第1期）

ソフコン管理
(現地）

モニタリング
技術サポート

業務

ソフコン実施機関選定

ソフコン実施機関に対する
訓練実施(技術移転）及び

教材の作成実施

技術移転ﾌﾞﾘｰ
ﾌｨﾝｸﾞ実施

現状調査の実施

対象学校代表へのキック
オフ開催(NGO→学校代

表）

（本邦技術者に
よる住民参加学
校見学活動に
関する技術イン

プット）

対象校で学校運営委員会
設置

モニタリング
技術ｻﾎﾟｰﾄ
（各対象校へ月
に1度訪問）

モニタリング
技術ｻﾎﾟｰﾄ
（各対象校へ月
に1度訪問）

教室見学の実施
定期的進捗報告会への

参加

技術サポート
＆報告

報告書
取纏め

建設中教室の見学活動の
実施（対象校）

学校運営委員会(代表者)
に対する「学校計画策定・
実施」トレーニングの実施

モニタリング
（NGOの報告書をもとに

サンプリングした学校を訪問する）

学校計画に沿った活動の
実施

インパクト調査実施

学校施設維持管理・衛生
活動マニュアル策定

学校施設維持管理・衛生活動
マニュアル策定(改訂）

中間評価：対象校が自己
評価

活動中間発表会（情報共
有）の開催

モニタリング
（NGOの報告書をもとに

サンプリングした学校を訪問する）

終了時評価の実施・次の
サイクルの計画策定

学校計画に沿った活動の
実施(継続）
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８．ソフトコンポーネントの成果品 

 本ソフトコンポーネントの成果品を下の表にまとめる。 
 

成果品 提出時期 

• キックオフ･ワークショップ用ガイド 2007年 8月ごろ 

• 便所使用･清掃方法マニュアル 2007年 8月ごろ 

• 学校施設維持管理･衛生活動マニュアル(暫定版) 2007年 8月ごろ 

• 学校施設維持管理･衛生活動マニュアル(最終版) 2009年 3月ごろ 

• インパクト調査報告書 2009年 3月ごろ 

• ソフトコンポーネント完了報告書 2009年 3月ごろ 

 

９．ソフトコンポーネント実施監理の概算事業費 

 ソフトコンポーネント事業全体事業費は、27,552,000 円 （うちソフコン現地委託費：

15,027,000円）である。 

 

10．相手国実施機関の責務 

 第 4 次小学校建設計画において実施されたソフトコンポーネントでの教訓を踏まえつ

つ、活動終了後の相手国側の主体的なイニシアティブによる活動の自立発展性及び更なる

面的広がりを考慮し、第一にカウンターパート機関による必要なノウハウの吸収･蓄積が

重要な成果のひとつと考える。 

 このことを念頭に、ソフトコンポーネント活動期間中の相手国実施機関の責務を以下に

まとめる。 

10.1 ノウハウの修得 

  技術移転ブリーフィング、一連のワークショップ･中間報告会及び活動モニタリング

に積極的に参加することを通して、必要なノウハウを修得する。 

10.2 そのために必要なコストの確保 

  以上の活動を実現するために必要なコストを確保する。具体的なコストは以下に上げ

る内容である。 

ソフトコンポーネント実施におけるセネガル側(教育省及び地方自治体）負担経費項目 

項目 備考 

１．技術移転ブリーフィング
への参加 

日当、宿泊費、交通費（ﾀﾞｶｰﾙにおいて 3日間実施/期） 
参加者：2人/IDEN及び 1人/県レベル自治体 

２．ワークショップへの参加 日当、交通費（県レベルで 3回/期、各 1日） 
参加者： 2人/IDEN×12IDEN、1人/IA×5IA、2人/県自治体代表者×

12県 

３．モニタリング＋建設集会
参加 

参加者： 2人/IDEN×12IDEN、1人/県自治体代表者×12県 
頻度： 1県平均 5校。1日 2-3校モニタリング。毎月最低 2回対象

校全て。 
モニタリング期間：10ヶ月 
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資料－７ 

 

参考資料・入手資料リスト 
 
調査名 セネガル国小中学校教室建設計画 概略設計調査 
 

No 名 称 形態
オリジナル

・コピー 
発行機関 発行年月 

1 公共投資 3ヵ年計画（2006 – 2008） 図書 オリジナル 経済財務省、経済資金協力局 2005年 10月

2 セネガルの経済社会状況（2004年版） 図書 コピー 経済財務省、予測・統計局  

3 
2005年度の経済・財務状況と 2006年
の予測 

図書 コピー 
経済財務省、予測・統計局 

2006年 1月

4 
セネガルの社会指数データバンク 
（2003-2004年版） 

図書 オリジナル
経済財務省、予測・統計局 

 

5 
セネガルの国家会計（1980 - 2004） 
第 3部：方法論 

図書 オリジナル 経済財務省、予測・統計局 2006年 3月

6 セネガルの国家会計（2004年度暫定版）図書 コピー 経済財務省、予測・統計局 2005年 12月

7 セネガルの人口・社会経済構造 1960 –
2000 

図書 オリジナル 経済財務省、予測・統計局  

8 セネガル国人口予測 2005年 - 2015年 図書 コピー 経済財務省、予測・統計局 2006年 1月

9 
地方自治体の組織、運営、管理に関す
る指針 

図書 コピー 村落開発機構の要請を受けて
USAIDの支援の下DGL Feloが作成 

 

10 
教育訓練 10ヵ年計画、経済・財務報告
書（暫定版） 

図書 コピー 教育省、計画・教育改革局 2006年 4月

11 
セネガル共和国教育施設建設・改修・
維持管理に関する合意書 

図書 コピー 国民教育・技術教育・職業訓練省、
学校建設・機材局 

2000年 10月

12 
教育訓練 10ヵ年計画、第 2期 2005-2007
年アクションプラン、2005年 6月 25
日付け最終版 

図書 オリジナル 教育省 2005年 6月

13 
教育統計概要 冊子 オリジナル 国民教育・技術教育・職業訓練省、

計画・教育改革局（DPRE） 
 

14 
経済社会開発計画（第 9次） 
-競争力と持続可能な人的開発–概要 

図書 オリジナル 経済・財務・計画省、計画局 1997年 2月

15 
経済社会開発計画（第 9次） 
-競争力と持続可能な人的開発 

図書 オリジナル 経済・財務・計画省、計画局 1997年 2月

16 
経済社会開発計画（第 9次） 
-競争力と持続可能な人的開発 

図書 オリジナル 経済・財務・計画省、計画局 1977年 2月

17 公共投資 3ヵ年計画 2005 – 2007 図書 オリジナル 経済財務省、経済資金協力局 2004年 10月

18 公共投資 3ヵ年計画 2004 – 2006 図書 オリジナル 経済財務省、経済資金協力局 2003年 10月

19 公共投資 3ヵ年計画 2003 – 2005 図書 オリジナル 経済財務省、経済資金協力局 2002年 10月

20 公共投資 3ヵ年計画 2002 – 2004 図書 オリジナル 経済財務省、経済資金協力局 2001年 10月

21 
セネガルの人口：1988年度性別・年齢
別人口構成と 1989年から 2015年まで
の人口予測  

図書 コピー 経済・財務・計画省、予測・統計局 1992年 9月

22 第 2次セネガル国世帯調査報告書 図書 コピー 経済・財務省 2004年 7月

23 教育省人的資源管理政策 図書 コピー 教育省、人的資源局  
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オリジナル

・コピー 
発行機関 発行年月 

24 

新人的資源管理政策に関する教育省の
協議-報告書 

- 採用と移動に関するワークショッ
プ 

- インセンティブ政策に関するワー
クショップ 

- コミュニケーション政策に関する
ワークショップ 

- 教員養成政策に関するワークショ
ップ 

- ジェンダー政策に関するワークシ
ョップ 

- 社会心理政策に関するワークショ
ップ 

図書 コピー 教育省、人的資源局  

25 全国教育省職員調査-概要書と質問書 図書 コピー 教育省、人的資源局  

26 中学契約教員基本給一覧表 図書 コピー 教育省、人的資源局  

27 小学校契約教員給料一覧表 図書 コピー 教育省、人的資源局  

28 
都市計画法、I/法案、II/政令案 図書 コピー 都市計画・住宅省、都市計画・建

築局 
1999年 7月

29 
建設法に関する政令案（規定部） 図書 コピー 都市計画・住宅省、都市計画・建

築局 
 

30 
ショートリストによるコンサルタント
選定図書 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット 

2004年 11月

31 
教室建設に関する業者事前資格審査図
書 

図書 コピー 教育省、学校建設機材局  

32 
アフリカ開発基金の借款・資金協力に
よるプロジェクト概要 

図書 コピー   

33 
アフリカ開発基金の資金協力によるプ
ロジェクト概要 

図書 コピー アフリカ開発基金 2003年 3月

34 
コンサルタント使用に関する手続き規
定 

冊子 オリジナル アフリカ開発銀行 2000年 1月

35 
コンサルタント使用に関する手続き規
定 

冊子 オリジナル アフリカ開発銀行 2000年 1月

36 物品と工事の調達に関する手続き規定 冊子 オリジナル アフリカ開発銀行 2000年 1月

37 物品と工事の調達に関する手続き規定 冊子 オリジナル アフリカ開発銀行 2000年 1月

38 
2005年度アニュアルレポート  パン

フレ
ット

オリジナル 雇用促進のための公共事業実施機
構（AGETIP） 

 

39 公契約規定 冊子 オリジナル ダカール商工農会議所  

40 
ルーガ州視学官事務所：統計年鑑（第
3版）2005-2006年、就学前教育・初等
教育・中等教育  

図書 コピー 教育省、ルーガ州視学官事務所  

41 
2005 – 2006年 6月 29日新学期報告書
 

図書 コピー 教育省、ルーガ州視学官事務所  

42 
イスラム開発銀行融資によるセネガル
国小学校建設機材整備プロジェクト- 
終了報告書 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 

2005年 7月
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オリジナル

・コピー 
発行機関 発行年月 

43 
PDEF第 1期の学校施設建設評価報告
書の送付書 

Lettre Copie reliée 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 

 

44 
ダカール､ディウベル、ルーガ、カオラ
ック州教育施設建設に関する入札図書
- 援助機関イスラム開銀 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 
 

2006年 5月

45 

ダカール､ディウベル、ルーガ、カオラ
ック州教育施設建設に関する入札図書 
- ロット 1数量明細書 - 援助機関：イ
スラム開銀 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 
 

2006年 5月

46 

ダカール､ディウベル、ルーガ、カオラ
ック州教育施設建設に関する入札図書 
- ロット 2数量明細書、援助機関：イ
スラム開銀 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 
 

2006年 5月

47 

ダカール､ディウベル、ルーガ、カオラ
ック州教育施設建設に関する入札図書 
- ロット 3、4，5数量明細書、援助機
関：イスラム開銀 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 
 

2006年 5月

48 

ダカール､ディウベル、ルーガ、カオラ
ック州教育施設建設に関する入札図書 
- ロット 6、7、8数量明細書、援助機
関：イスラム開銀 

図書 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 
 

2006年 5月

49 
イスラム開発銀行融資による教育施設
図面 

図面 コピー 教育省、教育プロジェクト調整ユ
ニット（UCP） 

 

50 
カザマンス州におけるイスラム開発銀
行プロジェクト IIIの効果評価報告書

図書 コピー 教育省、計画・教育改革局  
 

2006年 4月

51 
セネガル教育開発プロジェクト IVの
融資要請に関する総裁の報告書と提言

図書 コピー イスラム開発銀行  

52 教育訓練 10ヵ年計画 図書 コピー セネガル政府  

53 

教育訓練 10ヵ年計画概要 (2001/2010) 
- 目的、戦略、成果指標  
教育訓練 10ヵ年計画アニュアルレヴ
ュー 2001年 12月 3日、メリディア
ンホテルにて 

図書 コピー 教育省、計画・教育改革局 2001年 12月

54 

教育訓練 10ヵ年計画 
プレゼンテーション用パワーポイント
データ（計画・教育改革局スクールマ
ッピング室長パパセヌ氏） 

図書 コピー 教育省、計画・教育改革局  

55 
学校計画（小学校）運営・資機材・財
務管理要領書 

図書 コピー 教育省  

56 
学校計画（中学校）運営・資機材・財
務管理要領書 – 改善版 

図書 コピー 教育省 2004年 7月

57 
452教室建設計画入札図書 - 連結投
資予算（BCI2006） 

図書 コピー 教育省、学校建設機材局 2006年 1月

58 

契約書 No. T/050/Fn、公契約に関する
2002年 6月 30日付き政令 2002-550号
の条文に従って参加資格制限付き入札
を通じて締結されたセネガル国 1000
教室建設工事、ロット 2 / 10 / 25 / 26、
連結投資予算 2005 

図書 コピー 建築資産・住宅・建設省 
教育・衛生施設機材局 
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オリジナル

・コピー 
発行機関 発行年月 

59 

契約書 No. T/050/Fn、公契約に関する
2002年 6月 30日付き政令 2002-550号
の条文に従って参加資格制限付き入札
を通じて締結されたセネガル国 1000
教室建設工事、ロット 16 / 16 bis、連結
投資予算 2005 

図書 コピー 建築資産・住宅・建設省 
教育・衛生施設機材局 

 

60 

契約書、公契約に関する 2002年 6月
30日付き政令 2002-550号の条文に従
って参加資格制限付き入札を通じて締
結されたセネガル国 1000教室建設工
事、ロット 1 / 10連結投資予算 2006 

図書 コピー 教育省、教育施設機材局  

61 
エジュケーション III – リセと現代コ
ーラン学校建設工事監理業務担当設計
事務所引き合い書 

図書 コピー 教育省、教育施設機材局 
 

 

62 

教育訓練 10ヵ年計画教育施設コンポ
ーネント第 1期建設工事評価報告書、
ダニエル・デュペティ、2005年 3月 16
日-4月 10日 ＆ 2005年 5月 31日-6
月 3日 

図書 コピー 教育省、世銀 2005年 6月

63 
教育訓練 10ヵ年計画第 2期建設コンポ
ーネント評価報告書、2006年 5月 15
日-28日、ドラフト 0 

図書 コピー 教育省、世銀  

64 欠番     

65 

工事監理業務設計事務所選定のための
プロポーザル要請 NO. 002/06 
管理棟および政府建築資産改修プログ
ラムによるコルダ州 61教室建設機材
整備計画－商業・衛生・教育・社会教
育施設建設、コルダ特別独立プログラ
ム 2006 
資金：セネガル政府 

図書 コピー 雇用促進のための公共事業実施機
構（AGETIP） 

 

66 

入札図書 No. 021/06－国内公開入札、
コルダ州 61教室建設、 
管理棟および政府建築資産改修プログ
ラムによるコルダ州 61教室建設機材
整備計画 
資金：BCEI 2006-07-10 

図書 コピー 雇用促進のための公共事業実施機
構（AGETIP） 

 

67 
技術特記仕様書 － セネガル国教
室、水洗・留槽便所建設計画 

図書 コピー 雇用促進のための公共事業実施機
構（AGETIP） 

 

68 
2006年度リセ建設業者予備選定指示書 図書 コピー 教育省 

教育施設機材局 

 

69 

Dossier d’Appel d’Offres pour la 
construction du bloc administratif, du 
bloc d’hygiène et du mur de clôture, 
Projet Educatio9n dans les Banlieues de 
Dakar, Lot 19  

図書 コピー 教育省 
計画・教育改革局 

 

70 
教室施工図 
 

図面 コピー 雇用促進のための公共事業実施機
構（AGETIP） 
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